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主 文

１ 原告Ｐ１の訴えのうち，「被告は，原告Ｐ１に対し，日本郵政公社職員勤務

時間，休息，休日及び休暇規程運用細則の適用に関し，(1)平成１６年２月８

日施行前８条，２１条の適用を受ける地位にあること，(2)同日施行の別表第

４に追加された「１０深夜勤」，「８深夜勤」の勤務に従事する義務のないこ

とをそれぞれ確認する。」との部分を却下する。

２ 原告Ｐ１のその余の請求及び同人を除く原告らの請求をいずれも棄却する。

３ 訴訟費用は，甲事件，乙事件とも原告らの負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 被告は，原告Ｐ１を除く原告らに対し，日本郵政公社職員勤務時間，休息，

休日及び休暇規程運用細則の適用に関し，(1)平成１６年２月８日施行前２１

条の適用を受ける地位にあること，(2)同日施行の別表第４に追加された「１

０深夜勤」，「８深夜勤」，並びに，別紙２郵便局の種類記載のうち，その区

分がＡないしＣに該当する郵便局における「調整深夜勤Ａ」及び「調整深夜勤

Ｂ」の勤務に従事する義務のないことをそれぞれ確認する。

２ 被告は，原告Ｐ２，同Ｐ３，同Ｐ４，同Ｐ５，同Ｐ６，同Ｐ７，同Ｐ８，同

Ｐ９，同Ｐ１０，同Ｐ１１，同Ｐ１２，同Ｐ１３に対し，日本郵政公社職員勤

務時間，休息，休日及び休暇規程運用細則の適用に関し，平成１６年２月８日

施行前８条の適用を受ける地位にあることを確認する。

３ 被告は，原告Ｐ１に対し，日本郵政公社職員勤務時間，休息，休日及び休暇

規程運用細則の適用に関し，(1)平成１６年２月８日施行前８条，２１条の適

用を受ける地位にあること，(2)同日施行の別表第４に追加された「１０深夜

勤」，「８深夜勤」の勤務に従事する義務のないことをそれぞれ確認する。

４ 被告は，原告Ｐ１に対し，金５００万円及びこれに対する平成１７年３月３

１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
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第２ 事案の概要

本件の事案の概要は，以下のとおりである。

原告らは，被告が設置する郵便局に勤務する者又は勤務していた者である。

被告は，平成１５年１１月２１日，就業規則の一部である「日本郵政公社職員

勤務時間，休息，休日及び休暇規程運用細則」（以下「本件運用細則」とい

う。）を改定し（以下「本件運用細則改定」といい，同改定前の運用細則を

「旧運用細則」，同改定後の運用細則を「新運用細則」という。），同１６年

２月８日から新運用細則を施行した。本件は，原告らが，本件運用細則改定に

より，①深夜帯で勤務する時間数が増加し，また深夜帯勤務の連続指定が可能

になったこと，②休息時間が短縮されたこと，③勤務時間の短縮措置が廃止さ

れたこと，④夜勤明けの休息日が廃止されたこと，⑤深夜帯勤務の回数制限が

廃止されたことなどが，合理性のない就業規則の不利益変更に当たると主張し

て，被告に対し，旧運用細則８条（休息時間の特例），２１条（勤務時間の短

縮措置）の適用を受ける地位にあることの確認，新運用細則で追加された勤務

の種類である「１０深夜勤」，「８深夜勤」等に従事する義務のないことの確

認を求めるとともに，更に被告を退職した原告Ｐ１（以下，原告を表記する場

合は，原告の姓のみを記載する。）において違法無効な新運用細則に基づく業

務命令によって精神的損害を被ったとして慰謝料の支払を求めた事案である。

１ 争いのない事実

(1) 当事者等

ア 被告等

(ア) 被告は，平成１５年４月１日，総務省に置かれる郵政事業庁の所掌

に係る事務を一体的に遂行する国営の新たな公社として，独立採算制の

下，信書及び小包の送達の役務，簡易で確実な貯蓄，送金及び債権債務

の決済の手段並びに簡易に利用できる生命保険を提供する業務，当該業

務を行うための施設その他の経営資源を活用して行う国民生活の安定向
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上及び国民経済の健全な発展に資する業務等を総合的かつ効率的に行う

ことを目的として，設立された法人である（中央省庁等改革基本法３３

条１項，日本郵政公社法１条，２条，なお，郵政事業庁は，平成１３年

１月６日，中央省庁再編により，郵政省から再編され，郵便事業，郵便

貯金事業，簡易生命保険事業等を行っていた国家機関である。以下「被

告」という場合，特に断りのない限り日本郵政公社を指し，被告の前身

である郵政事業庁，その前身である郵政省を含む場合はその旨注記する

ことにする。）。

(イ) 被告の平成１５年４月１日当時の常勤職員数は，２８万００４２人

であった。

(ウ) 被告には，平成１６年２月８日当時，労働組合として，全逓信労働

組合（現・日本郵政公社労働組合，以下「全逓」という。），全日本郵

政労働組合（以下「全郵政」という。），郵政産業労働組合（以下「郵

産労」という。），全労協・郵政労働組合全国協議会（現・郵政労働者

ユニオン，以下「郵政全労協」という。）が存在した。

イ 原告ら

(ア) 原告Ｐ１及び同Ｐ８を除く原告らは，平成１６年２月８日から現在

まで，別紙３原告らの勤務先一覧表記載のとおり，被告が設置する郵便

局に勤務している。原告Ｐ８は，平成１６年２月８日当時，被告が設置

する長崎中央郵便局郵便課に勤務していたが，同年１０月１８日付けで

同郵便局総務課に，同１７年１２月９日付けでα郵便局総務課に異動し

た。また，原告Ｐ１は，平成１６年２月８日当時，被告が設置する東京

中央郵便局郵便部特殊郵便課に勤務していたが，同１７年３月３１日，

被告を定年退職した。

(イ) 原告Ｐ２及び同Ｐ４は，全逓に所属している。

(2) 被告職員の勤務時間，休息時間の概要
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ア 適用法令

被告職員は一般職の国家公務員である（日本郵政公社法５０条）が，そ

の勤務時間等に関する事項については，日本郵政公社法５７条１項２号，

８号により国家公務員法１０６条，一般職の職員の勤務時間，休暇等に関

する法律（以下「勤務時間法」という。）の各適用が除外されており，勤

務時間法の実施に関して必要な事項を定めた人事院規則１５－１４（職員

の勤務時間，休憩，休日）についても適用が除外されている。また，被告

職員には，特定独立行政法人等の労働関係に関する法律（以下「特労法」

という。）が適用され（同法２条３号，４号），労働組合法（以下「労組

法」という。），労働基準法（以下「労基法」という。）等が適用される

（特労法３７条１項１号）。

イ 本件運用細則等

被告総裁は，日本郵政公社法５５条に基づき，職員の勤務時間等につい

て，日本郵政公社職員勤務時間，休憩，休日及び休暇規程（乙１，以下

「本件規程」という。）を定めている。また，被告人事部門の長は，本件

規程３４条に基づき，同規程の実施に関し，本件運用細則を定めている。

ウ 勤務時間及び休息時間

(ア) 被告は，職員（管理職員，再任用職員，郵政短時間職員及び非常勤

の職員を除く。）の勤務時間について，１日８時間以内，４週間につい

て１週平均４０時間と定めているが，単独計画人員配置の郵便局（各事

業ごとに，原則として単独に計画人員が算定され，配置される郵便局の

こと）及び総合計画人員配置の集配郵便局（各事業を総合して計画人員

が算定され，配置される集配郵便局のこと）の郵便関係職員（以下，こ

れらを併せて単に「郵便関係職員」という。）の勤務時間については，

４週間の勤務時間が１週平均４０時間を超えない範囲内において，特定

の日における勤務時間について８時間を延長又は短縮することができる
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と定めている（本件規程３条１項，３項，本件運用細則４条(1)，(3)）。

(イ) 被告は，職員の休息時間について，原則として，勤務４時間中に１

５分の休息時間を勤務の途中に設けると定めている（本件規程５条２項

本文）。

(3) 本件運用細則改定前の郵便関係職員の深夜帯勤務等

ア 「新夜勤」（「ニューやきん」と呼称されている。）

被告職員の勤務時間の割り振りに用いる勤務の種類，これに関する始・

終業時刻は，本件運用細則別表に定められている（本件規程８条，本件運

用細則１７条）。郵便関係職員は，本件運用細則改定前，旧運用細則別表

第４，第５に基づき，深夜帯勤務として，「新夜勤」（例えば，午後５時

から午後１１時までの「夜勤」（６夜勤Ｂ）と午前１時から午前９時４５

分までの「深夜勤」（深夜勤Ａ）を組み合わせるというように，勤務の種

類を２つ組み合わせて指定する勤務のことであり，「深夜勤」と他の勤務

との間に最高で２時間の勤務に従事する義務のない勤務解放時間を設け，

２日間労働したと計算する。旧運用細則別表第４，別記１参照）に従事し

ていた。なお，被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）は，本件運用細則改

定前，運用として，１勤務指定期間（４週間）における「深夜勤」の勤務

回数が１人５回を超えないように制限していた（以下「本件勤務回数制

限」という。）。

イ 「調整深夜勤」

「新夜勤」は，上記アのとおり，２つの勤務の種類を組み合わせた２労

働日分の勤務であるから，本来は，合計１６時間の勤務をしなければなら

ないはずである（８時間×２労働日＝１６時間）。しかし，「新夜勤」と

して組み合わせられる２つの勤務の種類の合計時間は，旧運用細則別記１

のとおり，１４時間又は１５時間であり，正規の勤務時間に２時間又は１

時間不足する。そこで，被告は，「新夜勤」において不足する勤務時間に
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ついて，他の日の勤務で調整するため，「調整深夜勤」等の「調整」との

名を冠した勤務の種類を設けている（本件運用細則別表第４，第５参照）。

被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）は，本件運用細則改定前，別紙２郵

便局の種類記載のうち，その区分がＡないしＣに該当する郵便局（以下

「地域区分局等」という。なお，「地域区分局」とは，他地域の郵便局か

ら送付された郵便物を受持地域内の郵便局へ差し立てる事務及び受持地域

内の郵便局から送付された郵便物を他地域又は自地域の郵便局へ差し立て

る事務を行う郵便局のことをいう。）について，「調整深夜勤」と「深夜

勤」の連続指定を認めていなかった（旧運用細則３１条４項）。

ウ 休息時間の特例

被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）は，本件運用細則改定前は，郵便

関係職員の「深夜勤」について，前記(2)ウ(イ)の休息時間に加え，勤務

の種類，勤務時間数及び郵便局の規模等の別に，特例の休息時間を設ける

ことができると定めていた（本件規程５条２項ただし書，旧運用細則８条

３項，別表第９，以下「特例休息」という。）。

エ 勤務時間の短縮措置

被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）は，本件運用細則改定前，郵便関

係職員に対し，概略，次のとおり，勤務時間の短縮措置を行っていた（旧

運用細則２１条，以下「カット時短」という。）。

(ア) 地域区分局については，調整勤務から２時間，又は「新夜勤」とし

て組み合わせる「深夜勤」及び調整勤務から各１時間を短縮する。

(イ) 地域区分局以外の郵便局については，「新夜勤」として組み合わせ

る「深夜勤」又は調整勤務のいずれか一方から，又は，「新夜勤」と連

続して指定する「調整深夜勤」から１時間を短縮する。

(4) 本件運用細則改定

被告は，平成１５年１１月２１日，「郵便事業における効率的な服務方法
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の実施」として，本件運用細則を改定し，同１６年２月８日から新運用細則

を施行した。なお，被告は，平成１５年９月２６日，全逓との間で，本件運

用細則改定について合意し，勤務時間及び週休日等に関する協約等の一部改

定について，労働協約を締結した（以下「本件労働協約」という。）。

(5) 本件運用細則改定による郵便関係職員の深夜帯勤務等の変更

ア 「１０深夜勤」，「８深夜勤」の新設（「新夜勤」と区別するため，

「ふかやきん」と呼称されている。）

被告は，本件運用細則改定により，郵便関係職員について，深夜帯勤務

の種類に，「１０深夜勤」，「８深夜勤」を新設し，他の勤務を組み合わ

せずに単独で深夜帯勤務の指定ができるようにした（旧運用細則別表第４，

第５改定）。すなわち，「１０深夜勤」とは，暦日をまたいで，例えば午

後９時から翌日午前８時という１０時間（休憩時間６０分を除く。）の深

夜勤務をいい，「８深夜勤」とは，暦日をまたいで，例えば午後１０時か

ら午前６時４５分という８時間（休憩時間４５分を除く。）の深夜勤務を

いい，いずれも１日労働したと計算される勤務形態をいう。なお，被告は，

本件運用細則改定後，本件勤務回数制限を廃止した。

イ 地域区分局等における「調整深夜勤」と「新夜勤」の連続指定

被告は，本件運用細則改定により，地域区分局等において，「調整深夜

勤」と「新夜勤」の連続指定ができるようにした（旧運用細則３１条４項

改定）。

ウ 特例休息の廃止

被告は，本件運用細則改定により，特例休息を廃止した（旧運用細則８

条改定，別表第９削除）。

エ カット時短の廃止

被告は，本件運用細則改定により，カット時短を廃止した（旧運用細則

２１条削除）。
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２ 争点

(1) 原告Ｐ１を除く原告らの本件訴えに確認の利益は認められるか（本案前

の答弁）。

ア 原告Ｐ１を除く原告らと被告との間の労働関係は，公法上の権利義務関

係であり，同原告らの本件訴えには，事前の救済を認めないことを著しく

不相当とする特段の事情がなく，確認の利益を欠くといえるか。

イ 原告Ｐ１を除く原告らが，現在，「１０深夜勤」，「８深夜勤」，「調

整深夜勤Ａ」，「調整深夜勤Ｂ」のいずれか又は全部の勤務指定を受けて

いない場合，その勤務の種類に従事する義務のないことの確認を求めるこ

とは確認の利益を欠くか否か。

(2) 本件運用細則改定の効力

ア 本件運用細則改定について，いわゆる就業規則の不利益変更に関する判

例法理の適用ないし類推適用があるか。

イ 前記アが肯定される場合，本件運用細則改定は，合理性のない不利益な

就業規則の変更として，原告らに対し効力を及ぼすことができないか。

(3) 被告は，前記争いのない事実(4)のとおり，原告Ｐ２及び同Ｐ４が所属す

る全逓との間で本件運用細則改定について本件労働協約を締結しているとこ

ろ，原告Ｐ２及び同Ｐ４に本件労働協約の規範的効力が及ばないとする特段

の事由は存在するか。

(4) 原告Ｐ１の慰謝料請求等について

ア 原告Ｐ１の訴え変更は，「著しく訴訟手続を遅滞させる」もの（民訴１

４３条１項）として不適法か。

イ 原告Ｐ１の慰謝料請求権の存否

第３ 争点に対する当事者の主張の要旨

１ 争点(1)（原告Ｐ１を除く原告らの本件訴えの確認の利益）について

【被告】
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(1) 原告Ｐ１を除く原告らの本件訴えは，新運用細則に基づく労務提供義務

のないことの確認を求めるというものであるところ，被告職員は一般職の国

家公務員であり，被告とその職員との間の労働関係は公法上の権利義務関係

であるから，前記訴えは新運用細則に基づく労務提供義務を負わないという

公法上の法律関係の確認を求める実質的当事者訴訟ないしは無名抗告訴訟に

ほかならない。そうだとすると，原告Ｐ１を除く原告らの本件訴えについて

確認の利益があるというためには，事前の救済を認めなければ著しく不相当

であるとの特段の事情が必要である（最一小判昭和４７年１１月３０日民集

２６巻９号１７４６頁等）。この点に関し，原告Ｐ１を除く原告らは，新運

用細則に基づく労務に従事しなかった場合の抽象的な懲戒処分等の危険を主

張しているにすぎず，これだけでは前記特段の事情がないことは明らかであ

り，本件訴えは確認の利益を欠き不適法である。

(2) 原告Ｐ２，同Ｐ３，同Ｐ５，同Ｐ６，同Ｐ７，同Ｐ１４及び同Ｐ８ら７

名は，現在，「１０深夜勤」の勤務指定を受けておらず，「１０深夜勤」に

従事する義務のないことについて確認を求める利益を欠いている。また，原

告らはいずれも，現在，「８深夜勤」の勤務指定を受けておらず，「８深夜

勤」に従事する義務のないことについて確認を求める利益を欠いている。さ

らに，「調整深夜勤Ａ」，「調整深夜勤Ｂ」は，旧運用細則において既に規

定されていたものであり，本件運用細則改定により変更されていないこと，

原告Ｐ２，同Ｐ１５，同Ｐ３，同Ｐ４，同Ｐ１６，同Ｐ１０，同Ｐ１１，同

Ｐ１２及び同Ｐ１３ら９名は，現在，「調整深夜勤Ａ」，「調整深夜勤Ｂ」

の勤務指定を受けておらず，「調整深夜勤Ａ」，「調整深夜勤Ｂ」に従事す

る義務のないことについて確認を求める利益を欠いている。

【原告Ｐ１を除く原告ら】

(1) 被告は，その前身である郵政省，郵政事業庁とは異なり，国の行政機関

から独立した存在となり，職員に対し就業規則を制定したこと，給与等労働
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条件の重要な事項について国家公務員法の適用が除外されていることからす

れば，被告とその職員との間の労働関係は，私法上の権利義務関係であり，

公法的規律には服さない。したがって，確認の利益を認めるために事前の救

済を認めなければ著しく不相当であるとの特段の事情は必要ではない。そし

て，原告Ｐ１を除く原告らの本件訴えは，現在の法律関係である就労義務の

存否について確認を求めているのであって，紛争に十分な成熟性があり，確

認の利益がある。

仮に，被告とその職員との間の労働関係が公法上の権利義務関係であり，

原告Ｐ１を除く原告らの本件訴えについて確認の利益があるというためには

事前の救済を認めなければ著しく不相当であるとの特段の事情が必要である

との立場をとったとすると，同原告らは，懲戒免職処分をも覚悟した上で，

被告の業務命令に逆らって職場を放棄し，被告による不利益処分を待ってか

ら提訴せざるを得ないが，このような方法が著しく不相当であることは明ら

かである。そうだとすると，原告Ｐ１を除く原告らの本件訴えには，事前に

救済を認めなければ著しく不相当であるとの特段の事情が存在するというべ

きである。

したがって，被告とその職員との間の労働関係が，私法上の権利義務関係

であろうと公法上の権利義務関係であろうと，原告Ｐ１を除く原告らの本件

訴えには確認の利益がある。

(2) 原告Ｐ１を除く原告らの勤務基準は，就業規則の一部である本件運用細

則により定められており，本件運用細則に定める勤務基準も労働契約の一部

として現在の法律関係を形成するものである。そうだとすると，原告Ｐ１を

除く原告らにおいて，本件運用細則に基づく就労義務の存否の確認を求める

ことには紛争の成熟性があり，確認の利益がある。確かに，原告Ｐ１を除く

原告らの中には，現在，「１０深夜勤」，「８深夜勤」，「調整深夜勤Ａ」

「調整深夜勤Ｂ」のいずれか又は全部の勤務指定を受けていない者もいる。
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しかし，今後，勤務指定の内容が変更され，前記「１０深夜勤」，「８深夜

勤」等の勤務指定を受ける可能性があるのであり，そうだとすると，勤務指

定を受けていない勤務の種類についても，その就労義務の存否について確認

の利益があるというべきである。さらに，原告Ｐ１を除く原告らは，一体と

して行われた本件運用細則の変更の効力を争っているのであるから，新運用

細則に基づく具体的な勤務指定の如何を問わず，新運用細則に基づく就労義

務の存否について確認の利益を有している。

２ 争点(2)（本件運用細則改定の効力）について

【原告ら】

(1) 就業規則の不利益変更に関する判例法理の適用ないし類推適用の有無に

ついて

前記１【原告Ｐ１を除く原告ら】主張のとおり，被告とその職員との間の

労働関係は，私法上の権利義務関係であるから，就業規則が労働者に不利益

に変更される場合は，判例（最大判昭和４３年１２月２５日民集２２巻１３

号３４５９頁・秋北バス事件，最二小判平成９年２月２８日民集５１巻２号

７０５頁・第四銀行事件等）で確立されている就業規則の不利益変更の有効

性に関する判断基準が適用されるべきである。そうだとすると，労働者にと

って重要な権利，労働条件に関し実質的に不利益を及ぼす就業規則の作成又

は変更については，当該条項が，そのような不利益を労働者に法的に受忍さ

せることを許容できるだけの高度の必要性に基づいた合理的な内容である場

合に，その効力を生ずるというべきである。そして，当該合理性の有無を判

断するに当たっては就業規則の変更によって労働者が被る不利益の程度，使

用者側の変更の必要性の内容・程度，変更後の就業規則の内容自体の相当性，

代償措置その他関連する他の労働条件の改善状況，労働組合等との交渉の経

緯，他の労働組合又は他の従業員の対応，同種事項に関する我が国社会にお

ける一般的状況等を総合考慮すべきである。
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仮に，被告とその職員との間の労働関係が公法上の権利義務関係であると

しても，就業規則の一方的な不利益変更が認められるべきではなく，私法上

の労働関係における就業規則の不利益変更の有効性に関する判断基準が類推

適用されるべきである。

(2) 本件運用細則改定の合理性の存否について

本件運用細則改定は，前記(1)の就業規則の不利益変更に関する判例法理

に照らすと，以下のとおり，合理性がなく，原告らに対し効力を及ぼすこと

はできない。

ア 本件運用細則改定の必要性及び変更内容の合理性の存否

(ア) 被告の赤字の原因は，管理・総務部門の人件費が過大であること，

原価を無視して配達記録郵便の価格設定をしたこと，ゆうパックのうち，

その多くを占める「ふるさと小包」等のいわゆる「企画ゆうパック」に

ついて，差出業者と郵便局との間に多くの天下り団体が介在して多額の

利益を得ていること，大口割引制度の割引率が高すぎることなどに起因

しており，労働強化するだけでは被告の赤字は解消しない。

(イ) 「１０深夜勤」，「８深夜勤」の新設は，これにより時間による繁

閑に合わせた人員配置ができなくなること，特例休息及びカット時短の

廃止は，これに見合った適正な業務量の確保の見通しがないことからし

て，いずれも必要性，合理性がない。

(ウ) 「新夜勤」の勤務においては，最大で２時間３０分の仮眠時間があ

り，勤務明けに連続指定されることはないうえ，勤務明けの翌日には週

休又は非番１日か，週休と非番の連続指定が行われていたため，次の勤

務までは，最低でも４８時間以上の間隔があった。これに対し，「１０

深夜勤」，「８深夜勤」の勤務においては，仮眠時間をとることが実際

上不可能であるうえ，「深夜勤」を連続指定されると勤務解放時間が１

３時間しかなくなるなど，およそ郵便関係職員の健康保持に資するもの
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ではなく，単なる労働強化そのものである。

イ 本件運用細則改定による不利益の存否

(ア) 「１０深夜勤」，「８深夜勤」の新設による不利益の存否について

郵便関係職員は，本件運用細則改定前，「新夜勤」により深夜帯勤務

に従事していた。「新夜勤」の勤務においては，平成５年３月２１日の

全逓と郵政省との間の労使合意に基づき，２つの勤務の間の勤務解放時

間が仮眠時間に当てられていた。また，「新夜勤」の勤務においては，

１回の勤務につき１回の調整勤務の指定を行うところ，１勤務指定期間

（４週間）の勤務日数は２０日であることから，１勤務指定期間中に６

回を超えて「新夜勤」を指定することができなかったうえ，本件運用細

則改定前は労使確認により深夜帯勤務は４週間で１人平均５回以内との

本件勤務回数制限があった。さらに，本件運用細則改定前は，「新夜

勤」による勤務が終了すると，同一暦日中には新たな勤務が指定される

ことはなく，運用上，その翌日も非番又は週休で必ず休みであったため，

少なくとも４４時間の勤務解放時間を得ることができた。ところが，本

件運用細則改定により，郵便関係職員について，１労働日分の勤務を暦

日を越えて一夜に行う「１０深夜勤」，「８深夜勤」が新設され，これ

らの勤務が連続で指定されるようになったうえ，本件勤務回数制限も廃

止されたため，原告らは，仮眠時間をとれなくなり，深夜帯で勤務する

回数・時間数が増加し，勤務解放時間が短くなるなどの不利益を受けた。

また，原告らは，本件運用細則改定により，深夜帯勤務と日勤等が複雑

に組み合わされた勤務が指定されるようになったため，極めて不規則な

生活を強いられるようになった。さらに，原告らは，本件運用細則改定

により，「１０深夜勤」指定日に年休を取ると，１日分以上の年休が消

化されることになり，年休日数が実質的に減った。原告らには，本件運

用細則改定により，健康，家庭生活，社会生活について，悪影響が出て
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いる。特に，健康についてみると，「新夜勤」の勤務では，仮眠時間が

あること，連続指定がされないこと，本件勤務回数制限があったため，

勤務の翌日に週休，非番を挟んで昼間の勤務に戻るというサイクルがで

きていたことなどから，比較的サーカディアンリズム（およそ１日を基

準とする人体のリズム）を維持し易かった。ところが，「１０深夜勤」，

「８深夜勤」の新設，本件勤務回数制限の廃止により，仮眠時間がなく

なり，深夜帯勤務の回数・時間が増え，最大５日の連続指定がされるな

ど極めて過酷な勤務となり，原告らに深刻な健康被害が生じている。

なお，本件運用細則改定前後における原告ら（原告Ｐ２，同Ｐ８を除

く。）の勤務時間，実労働時間等は，別紙４深夜帯勤務時間数一覧表

「原告らの主張」欄記載のとおりである。

(イ) 「調整深夜勤Ａ」，「調整深夜勤Ｂ」の指定による不利益の存否

「調整深夜勤Ａ」とは，本件運用細則別表第４，第５に規定されてい

るとおり，午後９時から翌日午前７時までの勤務であり，「調整深夜勤

Ｂ」とは，同じく，午後９時から翌日午前８時までの勤務形態である。

ところで，地域区分局等では，本件運用細則改定前は，規定の形式は別

として，「調整深夜勤Ａ」，「調整深夜勤Ｂ」は単独では指定できない

ものと解され，日本郵政公社職員給与規程にもこれに関する特別勤務手

当の定めがなく，実際，勤務指定されることもなかった。ところが，被

告は，本件運用細則改定後，地域区分局等においても，「調整深夜勤

Ａ」，「調整深夜勤Ｂ」を指定するようになった。これは，「１０深夜

勤」，「８深夜勤」と同様の勤務を，「調整深夜勤」により実施しよう

とするものにほかならず，原告らに対し，「１０深夜勤」，「８深夜

勤」と同様な不利益を与えるものである。

(ウ) 特例休息の廃止による不利益の存否

原告らは，本件運用細則改定により，特例休息が廃止され，休息時間
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が短縮されたことから，仮眠時間がなくなるとともに実労働時間が増加

するという不利益を被った。

(エ) カット時短の廃止による不利益の存否

原告らは，本件運用細則改定により，カット時短が廃止されたため，

「新夜勤」に従事した場合に実労働時間が増加するという不利益を被っ

た。

ウ 本件運用細則改定に伴う代替措置の存否

被告は，以下のとおり，本件運用細則改定による不利益を補うに足りる

代替措置をとっていない。

(ア) 新たな休息時間の付与の主張に対し

深夜帯労働においては，疲労軽減，回復のため，仮眠をとることが重

要である。ところが，被告は，「１０深夜勤」，「８深夜勤」の勤務に

おいては，「新夜勤」では認められていた仮眠時間を認めておらず，新

たな休息時間の付与がされたとしても，原告らにとってより過酷な勤務

形態となっている。

(イ) 健康管理対策の主張に対し

被告は，職員に対し，詳細な健康診断を受け易くするような配慮をし

ておらず，被告の健康管理対策は不十分である。

(ウ) 休憩室確保の主張に対し

被告は，深夜帯勤務に従事する労働者，とりわけ深夜帯勤務に連続し

て従事する遠距離通勤者のための休憩室を十分に確保していなかったり，

その利用を制限したりしている。

(エ) 自動車通勤者への配慮の主張に対し

被告は，深夜帯勤務のため電車等での勤務に負担がかかる者が自動車

通勤を希望しても，駐車場を十分に確保していない。

(オ) 夜間特別勤務手当の改定の主張に対し
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被告は，本件運用細則改定後，夜間特別勤務手当を増額し，職員に有

利な勤務条件にしたと主張する。確かに，夜間特別勤務手当は，郵便局

のランク別に３００ないし４００円の引上げになっている。しかし，当

該手当は，「新夜勤」の勤務において支給されていた早出等勤務手当３

５０円を夜間特別勤務手当に組み入れたにすぎない。原告らによっては，

支給額自体も以前より引下げとなっている者もおり，賃金の実質的引下

げとなっている。

(カ) 深夜帯勤務の回数の目安の設定の主張に対し

新たな深夜帯勤務の回数制限は飽くまで目安にすぎず，何ら法的拘束

力がない。現に，被告は，目安を明らかに越える「二交替制」という勤

務指定を検討している。

(キ) 時間外勤務の制限の主張に対し

被告は，本件運用細則改定後も，「深夜勤」明けに特殊・発着におけ

る緊急事故以外でも時間外労働を命じている。

エ 本件運用細則改定の手続

被告は，本件運用細則改定に当たり，労働者への十分な説明，協議，同

意手続をとらずに改定を強行しており，手続的にも不適正である。

オ 深夜業に関する我が国社会における一般的状況

平成１０年１１月２７日労働省発表の「深夜業の就業環境，健康管理等

の在り方に関する研究会中間報告」（以下「中間報告」という。）は，過

度の深夜業を抑制し，健康確保，社会生活の維持等を図るために考慮すべ

き事項として，勤務時間・回数が過度にわたらないようにすること，疲労

回復のため場合により仮眠時間を設けること，深夜勤務が過度に連続しな

いようにすることなどを挙げている。また，厚生労働省の同１４年９月発

表の「平成１３年労働環境調査の概況」（以下「労働環境調査」とい

う。）は，深夜業務に従事する労働者の中で，深夜業務に就く前と比較し



17

て体調の変化があったとする労働者の割合が３６．１％にのぼること，深

夜業務に従事している期間が長いほど体調の変化があったとする割合が高

いことなどを指摘している。

【被告】

(1) 就業規則の不利益変更に関する判例法理の適用ないし類推適用の有無に

ついて

前記１【被告】主張のとおり，被告とその職員との間の労働関係は公法上

の権利義務関係であって，その任用等の行為は行政処分の性質を有している。

そして，被告は，日本郵政公社法５５条に基づき，労働協約，労基法の定め

に反しない限り，一方的に就業規則の制定，変更により勤務条件の決定，変

更を行うことができる。したがって，被告の就業規則は私企業における就業

規則と異なり，日本郵政公社法により法的規範としての効力が付与されるの

であるから，就業規則の変更の効力について私法上の労働契約と同一視する

ことはできず，本件運用細則改定には，就業規則の不利益変更に関する判例

法理を適用ないし類推適用する余地はない。

(2) 本件運用細則改定の合理性の存否について

仮に，本件運用細則改定について私企業における就業規則の不利益変更の

判例法理の適用ないし類推適用があるとしても，以下のとおり，本件運用細

則改定は，郵便事業における効率的な服務方法の実施のため行われたもので

あり，これに併せて勤務条件の改善等の代償措置も十分に行っていることか

ら，高度の合理性を有しており，有効である。したがって，新運用細則は，

原告らに対しても効力が及ぶ。

ア 本件運用細則改定の必要性及び変更内容の合理性の存否

被告では，郵便関係職員の深夜・早朝帯の長時間拘束勤務の解消，郵便

のスピードアップや新郵便処理システムの導入など新たな経営環境の変化

に対応し，深夜帯における効率的な業務処理を実現していくため，本件運
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用細則改定を行ったのであり，各郵便局では業務量に応じ必要な要員配置

をしている。なお，「１０深夜勤」，「８深夜勤」は，業務繁忙帯のみに

要員配置をしているのではなく，深夜帯の常態的な業務量に合わせて要員

配置をしており，最繁忙の時間帯には非常勤職員の配置等により適正な要

員配置を行っている。

イ 本件運用細則改定による不利益の存否

(ア) 「１０深夜勤」，「８深夜勤」の新設による不利益の存否

ａ 本件運用細則改定は，これまで「新夜勤」として他の勤務と組み合

わせてきた「深夜勤」又は「調整深夜勤」に加え，単独で勤務指定す

ることができる「１０深夜勤」，「８深夜勤」を郵便関係職員に指定

できるようにしたにすぎない。すなわち，被告（郵政省，郵政事業庁

を含む。）においては，従来から非常勤職員には「深夜勤」を勤務指

定していたのであり，「深夜勤」は新設されたものではない。また，

「８深夜勤」では勤務の途中に４５分，「１０深夜勤」では同じく６

０分の休憩時間をそれぞれ設けており，連続した勤務ではなく，むし

ろ深夜帯における勤務時間数は，本件運用細則改定後減少している。

さらに，「新夜勤」における勤務解放時間は飽くまで自由時間であり，

仮眠時間と定められていたわけではないうえ，被告は，本件運用細則

改定により仮眠時間を排斥したことはない。深夜帯勤務の郵便関係職

員の健康への影響は，各個人の健康状況，年齢，性別等個人差があり，

深夜帯勤務が郵便関係職員の健康に悪影響を及ぼすことは必ずしも証

明されておらず，本件運用細則改定により，原告らの健康に悪影響等

が発生しているとはいえない。なお，本件運用細則改定前後における

原告ら（原告Ｐ２，同Ｐ８を除く。）の勤務時間，実労働時間等は，

別紙４深夜帯勤務時間数一覧表「被告の認否」欄記載のとおりである。

ｂ 労基法３９条所定の「労働日」は，原則として暦日計算によるべき
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ものであるから，１勤務が２日にわたる場合の年次有給休暇について

は，１勤務を年次有給休暇の２労働日として取り扱うべきとされてい

る。したがって，本件運用細則改定後も，年次有給休暇による就労義

務の解放を暦日単位で行っている取扱いに何ら違法な点はない。

ｃ 被告では，実態上，「新夜勤」明けの翌日には週休又は非番が１日

か，週休と非番の連続指定が行われるような勤務指定をしている例は

存在する。しかし，被告が，前記のような勤務指定を行うよう指導し

ているわけではなく，このような労使慣行が成立していることもない。

ｄ 被告では，本件勤務回数制限の廃止により，深夜帯に勤務する時間

の割合が高くなった郵便局もあるが，新たに，１勤務指定期間（４週

間）当たりの深夜帯勤務の回数の目安を定め（１勤務指定期間中，

「１０深夜勤」の連続指定の場合８回，「新夜勤」と「調整深夜勤」

を組み合わせて連続指定する場合６回，「８深夜勤」の連続指定の場

合１０回又は８回），深夜帯の勤務回数について一定の配慮を行って

おり，また，属人的に深夜帯勤務が指定されることがないよう勤務指

定の公平化を図っている。

(イ) 「調整深夜勤Ａ」，「調整深夜勤Ｂ」の指定による不利益の存否

「調整深夜勤Ａ」，「調整深夜勤Ｂ」は，本件運用細則改定により，

地域区分局等においても「新夜勤」と連続指定できるようになった。し

かし，勤務の種類としては旧運用細則（別表第４，第５参照）において

も規定されていたものであり，本件運用細則改定前後において変更はな

く，就業規則の変更には当たらない。

(ウ) 特例休息の廃止による不利益の存否

被告は，特例休息を廃止した代わりに，「深夜勤」（「調整深夜勤」

を含む。）及び「新夜勤」に従事した場合に新たな休息時間を付与する

ことにした。その結果，休息時間が増えた郵便局もあり，すべての郵便
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局で休息時間が短縮されたわけではなく，実労働時間も増加していない。

そもそも，休息時間は，勤務時間に含まれる給与支給の対象時間である

から，業務を処理する必要がある場合は就労しなければならない時間で

ある。

(エ) カット時短の廃止による不利益の存否

カット時短は，本件規程の適用を受ける郵便関係職員の勤務時間が，

４週で１６０時間，１週平均４０時間と定められているにもかかわらず，

１回の「新夜勤」又は調整勤務の都度，勤務時間を２時間又は１時間短

縮していること，就労していないにもかかわらず短縮された時間相当の

給与が支給されていたことから，被告としては早急に是正を図らなけれ

ばならない制度であった。本件運用細則改定において，カット時短を廃

止したことにより，正規の勤務時間である１週平均４０時間，４週１６

０時間の勤務時間になったにすぎず，原告らに不利益はない。そもそも，

カット時短は，郵便関係職員の長時間拘束を緩和するために設けられた

ものであり，深夜勤務の過酷さに配慮して設けられたものではない。

ウ 本件運用細則改定に伴う代替措置

被告は，本件運用細則改定に伴い，以下のとおり，郵便関係職員に対し，

代償措置その他関連する労働条件の改善を行った。

(ア) 新たな休息時間の付与

被告は，前記イ(ウ)のとおり，本件運用細則改定に伴い，「深夜勤」

（「調整深夜勤」を含む。）及び「新夜勤」に従事した場合に，新たな

休息時間を付与することとした。

(イ) 健康管理対策

被告は，本件運用細則改定に伴い，深夜帯勤務に従事する職員の健康

保持及び健康増進を図るため，特例として自発的健康診断の経費負担及

び成人病検診受診の助成を行い，健康管理対策を強化している。
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(ウ) 休憩室の確保

被告は，本件運用細則改定後，郵便局の状況に応じて，「１０深夜

勤」，「８深夜勤」に従事する職員にも，「新夜勤」に従事する職員用

の仮眠・横臥のため休憩室の利用ができるようにしており，また，深夜

帯勤務に連続して従事する遠距離通勤者に対し，休憩室の解放として，

これらの者が勤務と勤務の間（「新夜勤」の勤務解放時間を除く。）に

在局する場合には，仮眠，横臥のため休憩室等を利用することができる

ようにしている。

(エ) 自動車通勤者への配慮

被告は，「１０深夜勤」，「８深夜勤」に従事する郵便関係職員につ

いて，「新夜勤」に従事する職員と同様に，公共の交通機関を利用して

出・退勤が不可能な場合，自動車通勤のため局舎構内に最大限駐車スペ

ースを確保し，なお不足する場合は借上げにより対処するようにしてい

る。

(オ) 夜間特別勤務手当の改定

被告は，本件運用細則改定に伴い，夜間特別勤務手当を改定し，郵便

関係職員について新たに「１０深夜勤」，「８深夜勤」の勤務指定をす

ること，特例休息及びカット時短を廃止することに対する代償措置とし

て，新たな支給区分の追加，支給単価の増額をした。また，「１０深夜

勤」，「８深夜勤」の連続指定をすること，本件勤務回数制限を廃止す

ることに対する代償措置として，新たな支給区分を追加した。この結果，

原告らは，本件運用細則改定後，夜間特別勤務手当額が増額している。

なお，夜間特別勤務手当は，夜間における労働の特殊性に照らし，手当

上の処遇を行うとともに，併せて夜間労働力の確保についても留意して

支給することにしたものであり，勤務１回につきあるいは「１０深夜

勤」，「８深夜勤」の連続指定に伴い支給される。これに対し，早出等
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勤務手当は，通勤に伴う特殊性及び困難性から支給されるものであり，

始業時刻が午前７時以前となる勤務又は終業時刻が午後９時以降となる

勤務に４時間以上従事したとき，勤務１回につき支給される手当である。

したがって，早出等勤務手当と深夜帯の勤務時間数で除した数値（夜間

特別勤務手当）とを単純に比較して，手当額が減少したということはで

きない。

(カ) 深夜帯勤務の回数の目安の設定

被告は，前記イ(ア)ｄのとおり，本件勤務回数制限に代わるものとし

て，１勤務指定期間（４週間）当たりの深夜帯勤務の回数の目安を新た

に定めた。

(キ) 時間外労働の制限

被告は，郵便関係職員が深夜帯勤務に対する疲労を回復するための時

間を確保するため，深夜帯勤務と勤務との間の時間外労働について，こ

れを命ずることを自粛するなどの配慮をしている。

エ 本件運用細則改定の手続

被告は，関係労働組合に対する交渉を経て，常勤職員２８万００４２人

（平成１５年４月１日当時）の８０．３％を占める割合の組合員を擁する

全逓及び全郵政との間で，本件運用細則改定について合意し，労働協約を

締結した。

オ 深夜業に関する我が国社会における一般的状況

労働省発表の中間報告及び厚生労働省発表の労働環境調査によれば，被

告における深夜帯勤務は，民間事業所に比べて，回数は少なく，時間も同

程度にすぎない。

３ 争点(3)（原告Ｐ２及び同Ｐ４に対する本件労働協約の効力）について

【被告】

被告は，原告Ｐ２及び同Ｐ４が所属する全逓との間で，平成１５年９月２６
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日付けで，本件運用細則改定を承認する旨の本件労働協約を締結した。したが

って，仮に本件運用細則改定の内容に労働条件の不利益変更部分が存在すると

しても，本件労働協約の規範的効力は原告Ｐ２及び同Ｐ４に対しても当然及ぶ

ので，同人らがその効力を争うことは許されない。

【原告Ｐ２及び同Ｐ４】

合理性を有しない就業規則の不利益変更を承認した労働協約は，組合員に対

する規範的効力がなく，また，このような労働協約締結は組合員の授権の範囲

を超えるものである。したがって，本件労働協約の効力が，全逓の組合員であ

る原告Ｐ２及び同Ｐ４に対し及ばないとする特段の事由が存在する。

４ 争点(4)（原告Ｐ１の慰謝料請求）について

【原告Ｐ１】

原告Ｐ１は，上記２【原告ら】主張のとおり，新運用細則が実施された平成

１６年２月８日から被告を定年退職した同１７年３月３１日までの間，新運用

細則に基づき，被告から「深夜勤」，「調整深夜勤」に従事するよう違法な業

務命令を受け，また，特例休息，カット時短が廃止されたことにより，精神的

・肉体的損害を被った。原告Ｐ１の前記精神的損害等に対する慰謝料は，５０

０万円を下らない。

【被告】

(1) 原告Ｐ１は，本訴において訴えの交換的変更を行っているが，これは

「著しく訴訟手続を遅滞させる」もの（民訴１４３条１項）であり，その変

更は許されない。

(2) 本件運用細則改定は，前記２【被告】の主張のとおり，原告Ｐ１にとっ

ても不利益なものではなく，被告は十全な健康管理対策を実施するなど，十

分な代償措置を講じている。したがって，被告は，原告Ｐ１に対し，何ら違

法なことを行っておらず，原告Ｐ１の被告に対する慰謝料請求は理由がない。

第４ 争点に対する判断
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１ 争点(1)（原告Ｐ１を除く原告らの本件訴えの確認の利益）について

(1)ア まず，最初に，原告Ｐ１を除く原告らの本件訴えに，確認の利益が存

在するか否かについて検討する。被告は，従前，国家がその行政機関を通

じて直接に経営してきた郵便事業，郵便貯金事業，簡易生命保険事業等を

中心とする事業をそのまま承継して経営し，その能率的な運営によりこれ

を発展させ，もって，国民生活の安定向上及び国民経済の健全な発展に資

することを目的として設立された公法上の法人であり（日本郵政公社法１

条，２条），その資本金は全額政府の出資にかかり（同法４条），その事

業規模が全国的かつ広範囲にわたるものであること（同法２０条）などに

照らすと，被告の事業はそれ自体高度の公共性を有するものということが

できる。このため，被告は，事業の経営，役員の任免，予算，会計等に関

して，国家機関から種々の法律的規制を受けている（同法１２条１項，１

５条１項ないし３項，５項，２４条ないし２７条，３０条，３１条等）。

被告の事業が前記のように高度の公共性を有し，被告が公法人であるとい

うことから，被告に関するすべての法律関係が公法的規律に服する公法上

の関係であるとは直ちにいうことはできない。なぜなら，被告の経営する

郵便事業等が経済的活動を内容とし，その活動は公権力の行使たる性格を

有せず，しかも，被告が国家行政機関から完全に分離した独立法人であっ

て，前記記載の国家機関による種々の規制は監督的，後見的なものと認め

得るからである。これら被告の事業が経済的活動を内容としていることな

どに照らすと，一般的に被告の行為が行政処分ないしはそれに準ずる性格

を有するものと解することはできず，かえって，その行為は，原則として

私法上の行為たる性格を有するものと解するのが相当である。

イ また，被告職員は一般職の国家公務員であるとされ（日本郵政公社法５

０条），被告は職員の給与についての支給基準，職員の勤務時間，休憩，

休日及び休暇についての規程を定め，総務大臣へ届け出ることとされてい
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るが（同法５５条），他方，被告職員の勤務時間等に関する事項について

は，国家公務員法１０６条，勤務時間法，同法の実施に関して必要な事項

を定めた人事院規則１５－１４（職員の勤務時間，休憩，休日）の適用が

いずれも除外されるとともに（日本郵政公社法５７条１項２号，８号），

被告職員には特労法により労組法，労基法等が適用されている（特労法２

条３号，４号，３７条１項１号）。

ウ 以上の被告の事業内容，被告と職員との関係等に照らすと，被告とその

職員との間の労働関係は，私法上の行為たる性格を有するものと解するの

が相当である。殊に，被告職員の労働時間，休憩，休日に関する事項は，

職員が結成する労働組合との間の団体交渉事項であり，これに関し労働協

約を締結することができ（特労法８条），実際，被告は関係労働組合との

間で団体交渉を経て，本件規程ないし本件運用細則の改定を行っているこ

と（当事者間に争いのない事実）を考慮すると，被告が職員の労働条件等

を定める就業規則の作成又は変更の効力については，私企業における就業

規則の作成又は変更の効力と同様に扱うのが相当と解される。

したがって，原告Ｐ１を除く原告らが，本件運用細則改定に基づく新運

用細則の適用を受けるか否かを争っている以上，同原告らが旧運用細則の

適用を受ける地位の確認及び新運用細則に基づく勤務に従事する義務の不

存在確認を求める訴えには，原則として，確認の利益があると認めるのが

相当である。これに反する被告の主張は独自の見解であり採用することが

できない。

(2)ア 前記(1)で判断したとおり，原告Ｐ１を除く原告らが旧運用細則の適用

を受ける地位の確認及び新運用細則に基づく勤務に従事する義務の不存在

確認を求める訴えには，原則として，確認の利益が認められるというべき

である。しかし，原告Ｐ１を除く原告らの訴えには，現在，原告らが従事

していない勤務に従事する義務の不存在確認を求める部分があり，この部
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分についても，確認の利益を認めることができるか否かが問題となる。

イ 就業規則の変更により新たに設定された勤務基準に基づく勤務上の義務

のうち，被告が未だその義務の履行を求めたことがないものについては，

現時点では必要な条件が整わないために，原告らに対しその義務の履行を

求める意思はないが，将来条件が整ったときには義務の履行を求めること

があり得ないわけではない。このような場合において想定されている条件

が整っていない場合には，裁判所は，適切に判断する基礎となるべき具体

的，かつ，確実な情報，資料を入手することが困難であり，また，具体的

な事実関係を離れた無意味な裁判をすることになるおそれにもつながり，

確認の利益を否定するのが相当である。他方，被告が既に当該就業規則の

定める勤務基準に基づく勤務上の義務の履行を求めたことがあるものにつ

いては，当該義務の根拠となる当該就業規則の定める勤務基準も労働契約

の内容の一部であり，現在の法律関係を形成するものであるといえるから，

紛争の成熟性に欠ける点はなく，被告が原告らに対して以後確定的に就業

規則の定める勤務基準に基づく義務の履行を求めない意思であることが認

められるなどの特段の事情がない限り，確認の利益を肯定するのが相当で

ある。

ウ これを本件についてみるに，確かに，現在，原告Ｐ２，同Ｐ３，同Ｐ５，

同Ｐ６，同Ｐ７，同Ｐ１４及び同Ｐ８ら７名は所属郵便局から「１０深夜

勤」の勤務指定を受けていないこと，原告Ｐ１を除く原告らはいずれも

「８深夜勤」の勤務指定を受けていないこと，原告Ｐ２，同Ｐ１５，同Ｐ

３，同Ｐ４，同Ｐ１６，同Ｐ１０，同Ｐ１１，同Ｐ１２及び同Ｐ１３ら９

名は所属郵便局から「調整深夜勤Ａ」，「調整深夜勤Ｂ」の勤務指定を受

けていないことは，当事者間に争いがない。しかし，被告は，新運用細則

に基づき，郵便関係職員に対し，「１０深夜勤」，「８深夜勤」，「調整

深夜勤Ａ」，「調整深夜勤Ｂ」の勤務指定を行っていること（弁論の全趣
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旨），原告Ｐ１を除く原告らについて，前記勤務の種類に従事することが

できない資格上の制限等はうかがえないことなどに照らすと，前記原告ら

についてその所属郵便局の服務表及びこれに基づく勤務指定が変更された

り，前記原告らの所属郵便局・部署が変更されるなどして，前記原告らが

現在勤務指定を受けていない前記勤務の種類について，今後勤務指定を受

ける可能性は小さくないといえる。また，本件全証拠によるも，被告が，

原告Ｐ１を除く原告らに対して，現在勤務指定をしていない前記勤務の種

類について，以後確定的に義務の履行を求めない意思であるとの特段の事

情の存在を認めるに足りる証拠は存在しない。

したがって，原告Ｐ１を除く原告らの訴えのうち，現在，同原告らが従

事していない勤務に従事する義務の不存在確認を求める部分についても，

確認の利益がないとはいえず，これに反する被告の主張は採用することが

できない。

(3) 小括

以上の検討結果によれば，原告Ｐ１を除く原告らの本件訴えには確認の利

益が存在し，適法であるということになる。

２ 争点(2)（本件運用細則改定の効力）について

(1) 判断の枠組み

ア 前記１で検討したとおり，被告とその職員との間の労働関係は，原則的

に私法上の行為たる性格を有するものと解され，殊に，就業規則の作成又

は変更の効力については，私企業におけるものと同様に扱うのが相当であ

る。したがって，被告の就業規則の一部である本件運用細則改定の効力に

ついては，私企業における就業規則の不利益変更に関する判例法理の適用

ないし少なくとも類推適用があるものと解するのが相当である。

イ ところで，これまでの判例（最大判昭和４３年１２月２５日民集２２巻

１３号３４９５頁・秋北バス事件，最二小判平成９年２月２８日民集５１
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巻２号７０５頁・第四銀行事件，最一小判平成１２年９月７日民集５４巻

７号２０７５頁・みちのく銀行事件等）を踏まえると，新たな就業規則の

作成又は変更について，これに同意しない個々の労働者に対し，当該就業

規則の効力を及ぼすための要件は，以下のように解するのが相当である。

すなわち，新たな就業規則の作成又は変更によって労働者の既得の権利を

奪い，労働者に不利益な労働条件を一方的に課することは，原則として許

されないが，労働条件の集合的処理，特にその統一的かつ画一的な決定を

建前とする就業規則の性質に照らすと，当該規則条項が合理的なものであ

る限り，個々の労働者において，これに同意しないことを理由として，そ

の適用を拒むことは許されない。この場合，当該規則条項が合理的なもの

であるとは，当該就業規則の作成又は変更が，その必要性及び内容の両面

からみて，それによって労働者が被ることになる不利益の程度を考慮して

も，なお当該労使関係における当該条項の法的規範性を是認することがで

きるだけの合理性を有するものであることをいう。殊に，賃金，勤務時間

など労働者にとって重要な権利，労働条件に関し実質的な不利益を及ぼす

就業規則の作成又は変更については，当該条項が，そのような不利益を労

働者に法的に受忍させることを許容することができるだけの高度の必要性

に基づいた合理的な内容のものであってはじめて，有効というべきである。

そして，この場合の合理性の有無は，具体的には，使用者側の就業規則の

変更の必要性の内容・程度，就業規則の変更によって労働者が被る不利益

の程度，変更後の就業規則の内容自体の相当性，代償措置その他関連する

他の労働条件の改善状況，労働組合等との交渉の経緯，他の労働組合又は

他の従業員の対応，同種事項に関する我が国社会における一般的状況を順

次検討し，その上でこれらの諸事情を総合考慮して判断するのが相当であ

る。

以下，このような見地から，原告らに対し本件運用細則改定の効力が及
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ぶか否かについて検討することにする。なお，原告Ｐ２及び同Ｐ４につい

ては，所属労働組合である全逓が本件運用細則改定に同意し，被告との間

で本件労働協約を締結しているところ（前記争いのない事実(4)），同人

らに本件運用細則改定の効力が及ぶか否かについては，前記判断基準とは

異なる考察も必要であるので，この点については，後記３において更に検

討することにする。

(2) 前提事実

前記争いのない事実，証拠（文章中又は文末に掲記したもの）及び弁論の

全趣旨によれば，以下の事実が認められる（なお，当事者間に争いのない事

実は，文章中又は文末に証拠等を掲記しない。）。

ア 被告職員の勤務時間等について

(ア) 勤務時間

被告は，職員（管理職員，再任用職員，郵政短時間職員及び非常勤の

職員を除く。）の勤務時間について，１日８時間以内，４週間について

１週平均４０時間と定めているが，郵便関係職員の勤務時間については，

４週間の勤務時間が１週平均４０時間を超えない範囲内において，特定

の日における勤務時間について８時間を延長又は短縮することができる

と定めている（前記争いのない事実(2)ウ(ア)）。

(イ) 休息時間

被告職員の休息時間は，原則として，勤務４時間中に１５分の休息時

間を勤務の途中に設けることができるとされているが，所属長が業務の

特殊性に応じて必要があると認めるときは，これを超えて休息時間を設

けることができるとされている（本件規程５条２項）。なお，休息時間

は，勤務時間に含まれ，これが与えられなかったとしても，繰り越され

ることはない（本件規程５条３項）。

(ウ) 休憩時間
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被告職員の休憩時間は，労基法３４条に則り，６時間を超える勤務時

間の場合は４５分を，８時間を超える勤務時間の場合は１時間を，それ

ぞれ勤務時間の途中に設けることとされている（本件規程６条１項）。

なお，休憩時間は，勤務時間に含まれないが，拘束時間に含まれるとさ

れており，また，予め指定された時間帯に付与されない場合は，振り替

えて付与されることとされている（本件規程６条４項，本件運用細則１

１条２項）。

イ 職員の勤務指定について

(ア) 服務表

被告の各機関の長は，各機関の業務運行等を勘案し，服務表を作成し，

これを関係職員に周知しなければならないことになっている。そして，

服務表は，①勤務の種類並びに始業時刻及び終業時刻，②休憩時間を設

ける方法，③休息時間を設ける方法，④週休日を設ける方法，⑤非番日

を設ける方法，⑥勤務の種類の組合せ方法を定めることとされている。

（本件規程９条）

このうち，勤務の種類並びに始業時刻及び終業時刻は，被告職員が所

属する機関ごとに適用される勤務の種類並びに始業時刻及び終業時刻が

定められており（本件運用細則１７条），各機関はこの中から業務運行

に必要な勤務の種類並びに始業時刻及び終業時刻を定めることとされて

いる。なお，被告職員の具体的な始業時刻及び終業時刻については，本

件運用細則各別表に定める勤務の種類ごとの始業時刻及び終業時刻を繰

り上げ又は繰り下げることができるとされている（本件運用細則別表第

１ないし第８）。また，被告の各機関は，服務表の作成，変更について，

実施予定日の１週間前までに関係職員に周知しなければならないことと

されている（本件運用細則３０条３項）。被告は，服務表の作成，変更

を行う場合，関係労働組合支部等との間で団体交渉を行っている。
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(イ) 勤務指定

被告職員に対する勤務指定は，４週間を単位として，当該職員の各日

の勤務の種類等を指定し，当該期間の１週間前までに関係職員に周知し

なければならないことになっている（本件規程１０条１項，本件運用細

則３１条１項本文）。その際，実際に指定される勤務の種類は，前記(

ア)のとおり作成された服務表に定める勤務の種類である。

ウ 本件運用細則改定前の郵便関係職員の深夜帯勤務について

(ア) 平成５年３月２１日以前の深夜帯勤務

ａ 「１６勤」

郵政省は，昭和３０年代から「１６勤」（１回の勤務として，２日

労働日分である１６時間の勤務をする勤務の種類）を実施していた。

なお，「１６勤」では，地域区分局において，１時間の勤務時間の短

縮措置を行っており，郵便局の規模によっては，特例により設けられ

た休息時間を含めて，３時間を超える休息時間が設けられていた。

ｂ 「深夜勤」

郵政省は，昭和６２年３月１日から，地域区分局を対象として，

「１６勤」に加え，「深夜勤」を導入した。

(イ) 平成５年３月２１日以降の深夜帯勤務について

ａ 「１６勤」等の廃止及び「新夜勤」の導入

郵政省は，平成５年３月２１日，郵便関係職員の完全週休二日制の

実施に合わせて，前記(ア)の「１６勤」及び「深夜勤」のうち単独で

勤務を指定するものを廃止し，「新夜勤」を導入した。「新夜勤」で

は，組み合わされる勤務と勤務との間に，原則として２時間の勤務解

放時間があった（旧運用細則２３条）。また，「新夜勤」は１回の勤

務で２労働日分の勤務を行ったものと計算され，１回の勤務を行うと

別途１回の調整勤務を指定する扱いとしていたことから，１勤務指定
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期間（４週間，労働日２０日）につき６回を超えて指定することがで

きなかった。さらに，被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）は，前記

争いのない事実(3)アのとおり，本件運用細則改定前，「新夜勤」に

ついて４週間に５回を超えないという本件勤務回数制限を設けていた。

なお，被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）では，平成５年３月２１

日以降も，「深夜勤」のうち，「新夜勤」の一部として他の短時間勤

務と組み合わせる「深夜勤」，「新夜勤」と連続して指定する「深夜

勤」，非常勤職員に対し単独で勤務を指定する「深夜勤」は残された。

もっとも，被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）では，平成５年３月

２１日以降も，郵便関係職員に対し，「新夜勤」と連続して指定する

「深夜勤」が指定されることはなかった。

ｂ 特例休息制度

被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）は，前記争いのない事実(3)

ウのとおり，旧運用細則において，特例休息を設けることができると

定めていた。なお，郵政省は，平成５年３月２１日，「新夜勤」の実

施に合わせて特例休息制度を見直し，その時間数を従前の約４分の３

に短縮した（乙２７，証人Ｐ１７【１頁】）。

ｃ 被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）は，前記争いのない事実(3)

エのとおり，旧運用細則において，カット時短を定めていた。

エ 本件運用細則改定の概要について

被告は，前記争いのない事実(4)のとおり，本件運用細則を改定し，郵

便関係職員の深夜帯勤務を，概略，以下のとおり変更した。

(ア) 「１０深夜勤」，「８深夜勤」の新設

被告は，前記争いのない事実(5)アのとおり，本件運用細則改定によ

り，郵便関係職員の深夜帯における勤務の種類に，前記ウ(イ)ａの勤務

に加えて，「１０深夜勤」，「８深夜勤」を追加し，「１０深夜勤」，
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「８深夜勤」については単独で指定することができるようにするととも

に，「深夜勤」を連続して指定することができるようにした（旧運用細

則別表第４，５の改定）。また，被告は，前記争いのない事実(5)イの

とおり，本件運用細則改定により，地域区分局等において，「調整深夜

勤」と「新夜勤」の連続指定ができるようにするとともに，これらの郵

便局についても，「調整深夜勤」に対する夜間特別勤務手当を定めた

（旧運用細則３１条４項，日本郵政公社職員給与規定第２項の改定）。

なお，被告が職員に対して実際に指定する勤務の種類は，各郵便局に

おいて作成した服務表所定の勤務の種類であるから（前記イ(ア)，(イ

)），全郵便局が一律に同じ勤務形態となるわけではない。このため，

本件運用細則改定後も，郵便局によっては，「１０深夜勤」等を導入し

て「新夜勤」の指定を見直した郵便局，「１０深夜勤」等及び「新夜

勤」を併用して指定する郵便局，「１０深夜勤」等を導入せずに「新夜

勤」のみを指定する郵便局，そもそも深夜帯の勤務を要しない郵便局な

どが存在する。原告らの本件運用細則改定前後における１勤務指定期間

（４週間）当たりの深夜帯における勤務の種類及び勤務回数は，別紙５

深夜帯勤務回数一覧表記載のとおりである。（乙２３及び２５の各１及

び２，同３１，３７，３８，４７ないし５１，５６の１ないし５，同６

０の１及び２，同６４及び６７の各１ないし３，同７４，７５，７７の

１ないし７，同８１の１ないし６，同９８の１ないし３，同９９，１０

２及び１０３の各１ないし３，証人Ｐ１８【１頁】，同Ｐ１９【１ない

し３頁】，同Ｐ２０【１頁】，同Ｐ２１【１，２頁】，同Ｐ２２【５

頁】，弁論の全趣旨）

(イ) 深夜帯勤務回数の制限の変更

ａ 被告は，前記争いのない事実(5)アのとおり，本件運用細則改定に

当たり，本件勤務回数制限を廃止した。
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ｂ 被告は，本件運用細則改定に当たり，新たに１勤務指定期間（４週

間）当たりの深夜帯勤務の回数について，「１０深夜勤」の連続指定

の場合は８回，「新夜勤」と「調整深夜勤」を組み合わせた連続指定

の場合は６回，「８深夜勤」の連続指定の場合は１０回又は８回との

目安を定めた（乙４）。

(ウ) 特例休息の廃止

被告は，前記争いのない事実(5)ウのとおり，本件運用細則改定に当

たり，特例休息を廃止した。しかし，被告は，本件運用細則改定により，

勤務４時間につき１５分の休息時間のほかに付与される休息時間として，

新たに，「新夜勤」につき６０分，「８深夜勤」につき３０分，「１０

深夜勤」及び１０時間の「調整深夜勤」につき３８分の休息時間を定め

た（新運用細則８条３項１号）。この結果，１４時間勤務の「新夜勤」

の場合，勤務４時間につき１５分の割合で付与される一般の休息時間５

３分に加え，新たな休息時間６０分が付与されたことにより，休息時間

は１１３分となった。また，「８深夜勤」の場合，勤務４時間につき１

５分の割合で付与される一般の休息時間３０分に加え，新たな休息時間

３０分が付与されたことにより，休息時間は６０分となった。さらに，

「１０深夜勤」の場合，勤務４時間につき１５分の割合で付与される一

般の休息時間３８分に加え，新たな休息時間３８分が付与されたことに

より，休息時間は７６分となった。（乙２７，証人Ｐ１７【１頁】）

(エ) カット時短の廃止

被告は，前記争いのない事実(5)エのとおり，本件運用細則改定に当

たり，カット時短を廃止した。

(3) 本件運用細則改定の必要性について

ア 認定事実

証拠（文章中又は文末に掲記したもの）及び弁論の全趣旨によれば，郵
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便事業の財政状況及び本件運用細則改定に至る経緯等は次のとおりである

ことが認められる（なお，当事者間に争いのない事実は，文章中又は文末

に証拠等を掲記しない。）。

(ア) 郵便事業における人件費の抑制・節減の必要性

郵便事業の使命は，ユニバーサルサービスの確保，すなわち，国民生

活，社会経済活動に不可欠な郵便サービスをなるべく安い料金で全国あ

まねく公平に提供することにある（郵便法１条）。また，郵便事業は，

独立採算制の下，効率的に経営することとされており（中央省庁等改革

基本法３３条１項２号），利用者の需要に応えるサービスを提供し，そ

の対価としての収入で事業運営に必要な費用を賄わなければならない。

そして，郵便事業は，その事業特性ゆえに，業務の多くの部分を人的労

働力に頼る必要があり，費用の大部分は人件費で占められている。した

がって，被告では，郵便事業を効率的に運営し，料金の低価格化を実現

するため，大量の郵便物を確保すること，郵便ネットワークを活用した

多様なサービスを提供することに加え，人件費の抑制・節減に努めるこ

とが要請される。（乙５，９，２７，証人Ｐ１７【１，４，５頁】）

(イ) 郵便事業を取り巻く情勢

ａ 郵便事業は，公社設立前，国の独占事業として経営されており，高

度経済成長期には，経済成長に比例して郵便物数が増加し，基本的に

はいわゆる右肩上がりの需要の中で安定した経営を続けてきた。しか

し，被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）の郵便事業は，平成９年度

下半期以降の金融機関の破綻を契機とした景気低迷，民間事業者の信

書送達への参入，民間宅配・メール便業者との競争激化，電子メール

の飛躍的普及等により，総体的に郵便利用が減少していくことが見込

まれる状況にあり，将来的に極めて厳しい経営環境下にある。（乙５，

９，２７，証人Ｐ１７【１，５頁】）



36

ｂ 被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）の郵便事業は，平成９年度に

初めて郵便業務収入が前年度実績を下回り，これ以降，同１１年度を

除き，対前年度を下回り続けている。そして，被告（郵政省，郵政事

業庁を含む。）は，様々な効率化施策の実施などにより経費の削減を

図ってきたが，郵政事業は，平成１０年度は６２５億円，同１１年度

は５５３億円，同１２年度は１００億円と３年連続して赤字を計上し，

同１３年度に８０億円の黒字を出したものの，同１４年度は再び２２

５億円の赤字となった。その後，被告（郵政事業庁を含む。）の郵便

事業は，人件費・調達コストの大幅削減等により，平成１５年度は２

６３億円，同１６年度は２８３億円の黒字となったが，通常郵便物の

減少などの影響による減収傾向にあるほか，約５０００億円の債務超

過があることなどから，依然厳しい経営状況が続いている。（乙５，

６，２７，証人Ｐ１７【１，５ないし８頁】）。

(ウ) 本件運用細則改定に至る経緯

ａ 郵便事業新生ビジョン（案）の策定・実施

郵政事業庁は，平成１３年３月，公社設立に向けて，郵便事業の今

後進むべき方向性，事業改革方針として，「郵便事業新生ビジョン

（案）」を策定した。「郵便事業新生ビジョン（案）」には，２年後

の平成１５年には，企業会計原則の下，より自律的で弾力的な経営を

可能にするため，増収対策やサービスアップ施策に加え，事業財政の

改善に必要不可欠な５か年計画の効率化計画が示されており，この中

には，郵便事業における効率的な服務方法の実施も含まれていた。

（乙９，２７，証人Ｐ１７【１頁】）

ｂ 中期経営目標・中期経営計画

被告の設立委員は，平成１５年３月２６日，日本郵政公社法，同法

施行法に基づき，収益費用，資産，負債等の状況，将来の見通しを踏
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まえ，４年間で被告が達成すべき経営の具体的目標として「中期経営

目標」を策定するとともに，この目標を達成するための被告の経営計

画として「中期経営計画（事業計画）（収益及び費用の見通し）」を

策定し，総務大臣の認可を受けた。「中期経営目標」では，郵便事業

の目標として，①財務内容の健全化の確保（独立採算性の下，経営の

健全性を確保するため，収益の確保と費用の抑制に努め，積立金（累

積利益）を５００億円以上確保する。），②業務運営の効率化（でき

るだけ安い料金により継続的に郵便サービスを提供していくため，郵

便物処理の機械化の推進，非常勤職員の活用等を進め，事業経費率〔

（営業原価＋販売費及び一般管理費）÷営業収益×１００〕を９８．

５％以下にする。）等を定めていた。また，「中期経営計画（事業計

画）」では，郵便事業における「中期経営目標」を達成するためにと

るべき措置として，人件費及び物件費の抑制が掲げられていた。（乙

７，８，２７，証人Ｐ１７【１頁】）

ｃ アクションプラン

被告は，平成１５年５月２１日，経営ビジョンを具体化するととも

に，前記ｂの「中期経営目標」を確実に達成するための同年度及び同

１６年度の被告内部の具体的な行動指針である「アクションプラン」

を策定した。「アクションプラン」では，被告の郵便事業について，

以下のような提言をしている。すなわち，現在の郵便局ネットワーク

を維持していくとともに，事業の将来展望を確かなものにしていくた

め，小包のシェア拡大に向けたサービスと品質の徹底的な改善を図る

こととし，このため，市場競争力ある料金水準，集配運送ネットワー

クの増強，営業体制の整備，情報システムの高度化等が必要であり，

投資的施策や料金値下げに要する財源確保のため，「中期経営計画」

の前倒しと追加施策により，更なる費用削減を行う必要がある旨提言
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している。そして，「中期経営計画」の確実な実施のためには，同計

画で予定している施策の前倒しと追加施策により，平成１５年度及び

同１６年度の２年間合計で更に約１０００億円のコスト削減策（人件

費約６００億円，物件費約４００億円）を追加することとし，このう

ち人件費削減については，営業体制の整備等に必要な増員を確保しつ

つ，郵便物処理の機械化・転力化，処理方法の見直し等により，郵便

事業常勤職員を同１５年度及び同１６年度の２年間合計で１万２００

０人純減する旨提言している。（乙１０，２７，証人Ｐ１７【１，１

１頁】）。

ｄ 郵便配達のスピードアップ

被告は，郵便事業財政の改善を図るため，事業運営の効率化を推進

する一方で，郵便物の配達のスピードアップを図るなど，より品質の

高いサービスを提供することにより，郵便需要を高め増収を図る必要

があった。このため，被告は，平成１５年５月以降，小包，普通通常

郵便物（手紙，はがき）を翌日に配達する地域（以下「翌日配達エリ

ア」という。）を全国的に拡大した。具体的には，集配普通局（郵便

物の配達を担当する特定郵便局長を長とする郵便局以外の郵便局）窓

口の引受締切時刻（新郵便日数表に定められた配達日数を約束する最

終的な郵便物の引受時刻）を，普通通常郵便物については午後３時か

ら午後５時に繰り下げ，普通小包郵便については午後７時から午後６

時に繰り上げるとともに，普通通常郵便物については東京都区から３

００㎞圏であった翌日配達エリアを４００㎞圏（一部６００㎞圏）ま

で拡大し，普通小包郵便物については東京都区から７００㎞圏であっ

た翌日配達エリアを１０００㎞圏まで拡大した。（乙２７，証人Ｐ１

７【１，６ないし８頁】）。

ｅ 本件運用細則改定の実施
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被告（郵政事業庁，設立委員を含む。）は，前記ａないしｃのとお

り，郵便事業の黒字体質への転換等を図るため，「郵便事業新生ビジ

ョン（案）」，「中期経営目標」，「中期経営計画」，「アクション

プラン」を策定するとともに，前記ｄの郵便のスピードアップや新郵

便処理システムを導入するなどした。そして，被告は，このような新

たな経営環境の変化に対応し，深夜帯における効率的な業務処理を実

現していくため，郵便事業における効率的な服務方法を実施すること

とし，本件運用細則改定を行うことにした。なお，被告は，本件運用

細則改定により，計画人員（常勤職員）６３０人，時間制定数（非常

勤職員）４９８.１人の労働力を削減し，試算によると年間約６０億

円の人件費（非常勤賃金を含む。）の節減を見込んでいた。（乙１５，

１６，２７，証人Ｐ１７【１，１１，１２頁】）。

(エ) 本件運用細則改定における各施策の必要性

ａ 「１０深夜勤」，「８深夜勤」の新設

被告は，本件運用細則改定において，「新夜勤」が夜間及び深夜の

業務繁忙時間帯に，最大２時間の勤務解放時間があるとともに，１回

の深夜帯業務を実施するに当たり２日分の要員配置が必要となるなど

非効率的な勤務であると判断し，効率的な深夜帯の要員配置を行うた

め，常勤の郵便職員についても「１０深夜勤」，「８深夜勤」を単独

で指定することができるようにした。なお，昭和６２年度行政監察年

報（総務庁行政監察局監修）の郵政事業に関する行政監察では，深夜

から早朝に及ぶ業務の場合，要員の運用効率がよい「深夜勤」を積極

的に実施するなど，「１６勤」について勤務態勢の見直しを行うべき

であるとの勧告がされた。このため，郵政省は，平成５年３月までの

間，地域区分局において，「深夜勤」を「１６勤」と合わせて実施し

ていたが，完全週休二日制実施に当たり職員から非番日の暦日付与を
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強く要請されたため，常勤の郵便関係職員に対する「深夜勤」の単独

指定を廃止した。（乙２７，２８，証人Ｐ１７【１，８ないし１０

頁】）

ｂ 深夜帯勤務の回数制限の撤廃

被告は，深夜帯における要員配置を効率的かつ弾力的に行うため，

本件勤務回数制限を廃止した（乙２７，証人Ｐ１７【１ないし３

頁】）。

ｃ 特例休息の廃止

被告は，本件運用細則改定前，「新夜勤」において，特例休息を定

めていたが，休息時間は給与を支給される時間であり，本来労働者に

就労義務がある時間であること，深夜帯に勤務のある民間企業におい

ては同様の制度がほとんどないこと，これを廃止することにより特例

休息時間相当分の実働時間が確保でき，労働力の削減が図れることか

ら，特例休息を廃止した（乙２７，証人Ｐ１７【１，４，５，１０

頁】）。

ｄ カット時短の廃止

被告は，本件運用細則改定前，「新夜勤」及び「調整勤務」につい

てカット時短を行っていたが，本件規程の適用を受ける郵便局の郵便

関係職員の勤務時間は，４週間で１６０時間，１週平均４０時間と定

められているにもかかわらず，１回の「新夜勤」又は「調整勤務」の

都度，勤務時間が２時間又は１時間短縮されていること，就労してい

ないにもかかわらず短縮された時間相当分の給与が支給されているこ

と，これを廃止することによりカット時短相当分の実働時間が確保で

き，労働力の削減が図られることから，カット時短を廃止した（乙２

７，証人Ｐ１７【１，５，１０，１１頁】）。

(オ) 本件運用細則改定の効果
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被告は，本件運用細則改定により，各郵便局において，計画人員（常

勤職員）ないし時間制定数（非常勤職員）の定数削減等を行った（乙７

５，証人Ｐ２２【３，４頁】，同Ｐ１８【５，６頁】，同Ｐ２３【６，

７頁】，同Ｐ１９【３頁】，同Ｐ２０【５頁】，同Ｐ２１【４頁】，弁

論の全趣旨）。

イ 判断

(ア) 郵便事業は，郵便サービスを低価格で，全国あまねく公平に提供す

ることを使命とするが，その事業の性質上，業務の多くの部分を人的労

働力に頼らざるを得ず，費用の大部分が人件費で占められている。この

ため，郵便サービスを低価格で提供するためには，大量の郵便物を確保

するとともに，人件費の抑制・節減に努めることが必要となる（前記認

定事実(ア)）。ところで，郵便事業は，被告の前身である郵政省，郵便

事業庁当時から需要が落ち込み，郵便業務収入が減少する中で大幅な赤

字を計上しており，被告設立後は，人件費・調達コストの削減等により，

黒字を計上しているものの，依然厳しい経営状況が続いている（前記認

定事実(ア)，(イ)ａ，ｂ）。このため被告（郵政事業庁，設立委員を含

む。）においては，「郵便事業新生ビジョン（案）」，「中期経営目

標」，「中期経営計画」，「アクションプラン」を策定し，郵便事業の

財政健全化のため様々な経営努力が続けられていた（前記認定事実(ウ)

ａないしｃ）。また，被告は，郵便需要を高めるため，配達のスピード

アップが求められるところ，翌日配達エリアの拡大などの施策を実施し

ていた（前記認定事実(ウ)ｄ）。

被告は，以上のような状況下において，郵便事業の深夜帯における服

務方法等を見直し，人件費の削減を図るため，本件運用細則改定を行っ

たのであり，同改定には経営上の高度の必要性を認めることができる。

また，前記認定事実(エ)ａないしｄによれば，被告は，深夜帯におけ
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る要員配置を減らすため，郵便関係職員について，「１０深夜勤」，

「８深夜勤」を新設し，これを単独で勤務指定できるようにしたこと，

「新夜勤」において設けられていた勤務回数の制限を撤廃したこと，深

夜帯に勤務する従業員の実労働時間を増加させ，労働力の削減を図ると

ともに，労働時間と給与の関係を明確にするため，特例休息及びカット

時短を廃止したことが認められるが，本件運用細則改定の各施策につい

ては，経営上，労務管理上の高度の必要性を認めることができる。そし

て，前記認定事実(オ)によれば，本件運用細則改定により，一定の効果

が得られていることが認められ，本件運用細則改定は，被告の経営上又

は労務管理上，高度の必要性に基づいて行われたものということができ

る。

(イ) 原告らの主張について

ａ 原告らは，郵便事業の赤字の原因は，管理・総務部門の人件費が過

大であること，原価を無視して配達記録郵便の価格設定をしたこと，

ゆうパックのうち，その多くを占める「ふるさと小包」等のいわゆる

「企画ゆうパック」について，差出業者と郵便局との間に多くの天下

り団体が介在して多額の利益を得ていること，大口割引制度の割引率

が高すぎることなどに起因しており，労働強化するだけでは赤字は解

消しない旨主張する。

しかし，被告の財務諸表は，企業会計原則に基づいて作成されてい

るものの，被告は郵便事業のほか，郵便貯金業務，簡易生命保険業務

等を経営しており，単純に民間の運送業者の販売費・一般管理費等と

比較して，被告の郵便事業の赤字の主たる理由が管理部門の人件費の

割合が高いことにあるということはできない。

また，証拠（甲５，乙２７，証人Ｐ１７【１頁】）によれば，書留，

速達等を含む特殊取扱の収支は，平成９年以降，多額の赤字を計上し
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ていることが認められるものの，配達記録郵便は，顧客ニーズの多様

化を受けて創設されたものであること，送達途中における記録につい

て簡便な取扱いをすることにより作業が軽減されること，損害賠償を

しないことにより，従来の書留と比べて低廉な料金を設定しているこ

とが認められ，現実の原価を無視した価格設定をしているとまではい

えず，前記認定事実(イ)ｂのとおり，郵便事業全体において収入が落

ち込んでいることに照らすと，配達記録郵便の価格設定が郵便事業の

赤字の主たる原因であると認めることはできない。

さらに，証拠（乙２７，証人Ｐ１７【１，頁】）によれば，被告に

おける料金割引制度は，作業の一部を顧客が行うことによるコスト削

減効果の還元，処理を後回しにすることができることによる作業の平

準化効果，需要創出効果を勘案して，それぞれ設定していることが認

められ，最大で４８％になる大口割引制度の存在が被告の経営状況悪

化の主要な原因とまでいうことはできない。加えて，本件全証拠によ

るも，「ゆうパック」の多くを占める「ふるさと小包」等のいわゆる

「企画ゆうパック」について，差出業者と郵便局の間に多くの天下り

団体が介在し，同団体が多額の利益を上げていると認めるに足りる証

拠はない。

以上によれば，原告らの前記主張は理由がなく，採用することがで

きない。

ｂ 原告らは，「１０深夜勤」，「８深夜勤」の新設，特例休息，カッ

ト時短の廃止について，廃止した労働時間に見合った適正な業務量の

確保の見通しがなく，むしろ「１０深夜勤」，「８深夜勤」の新設に

より無駄な労働力が発生していること，従前の深夜帯の勤務形態であ

っても翌日配送エリアの拡大は可能であったことからして，本件運用

細則改定には必要性が認められない旨主張する。
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しかし，前記認定事実(オ)によれば，「１０深夜勤」，「８深夜

勤」の新設，特例休息，カット時短の廃止により，各郵便局において，

計画人員（常勤職員）ないし時間制定数（非常勤職員）の定数削減等

が行われたことは認められるものの，それ以上に各郵便局において過

剰な労働力が生じていると認めるに足りる証拠はない。

また，証拠（証人Ｐ１７【７，８頁】）によれば，被告は，当初，

本件運用細則改定とともに翌日配達エリアの拡大を実施する予定であ

ったが，後記(6)ア(イ)ａ，ｂのとおり，本件運用細則改定について

十分な労使交渉期間を確保しつつ，職員に対し各施策の趣旨・目的を

浸透させる周知期間を確保するため，同改定の実施を延期したこと，

本件運用細則改定に先立って翌日配達エリアの拡大を行うため非常勤

職員の雇用を増やしたことが認められ，本件運用細則改定を行わなく

ても翌日配達エリアの拡大を実施することができたとまでいうことは

困難である。

以上によれば，原告らの前記主張も理由がなく，採用することがで

きない。

(ウ) 小括

以上の検討結果によれば，本件運用細則改定には，被告の経営上又は

労務管理上，高度の必要性があると認められ，当該判断を覆すに足りる

証拠は存在しない。

(4) 本件運用細則改定により原告らが被る不利益について

ア 「１０深夜勤」，「８深夜勤」の新設について

(ア) 前記争いのない事実(5)ア，前記(2)ウ(イ)ａ，エ(ア)によれば，被

告の郵便関係職員は，本件運用細則改定により，「１０深夜勤」，「８

深夜勤」が新設され，深夜帯勤務の連続指定がされるようになったこと，

「新夜勤」の勤務体制の下では，１勤務指定期間（４週間）につき６回
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を超えて「新夜勤」を指定することができなかったが，「１０深夜勤」，

「８深夜勤」では同深夜勤を６回を超えて指定することが可能であるこ

とが認められる。これにより，郵便関係職員の勤務条件（深夜帯勤務の

回数，連続指定）は，不利益に変更されたということができる。

しかし，前記(2)イ(ア)，(イ)によれば，被告における勤務指定は，

本件運用細則に定められた勤務の種類が全職員に直ちに適用されるわけ

ではなく，各郵便局ごとの服務表に基づき具体的な勤務指定がされるの

であって，郵便局によっては，「１０深夜勤」，「８深夜勤」を導入し

ていないところもあり，「１０深夜勤」，「８深夜勤」の新設により直

ちにすべての郵便関係職員に具体的な不利益が生じたということはでき

ない。別紙５深夜帯勤務回数一覧表によれば，実際，原告らのうち，本

件運用細則改定後，深夜帯の勤務回数が増えたのは，原告Ｐ５，同Ｐ６，

同Ｐ７，同Ｐ２１の４名だけであり，その他の原告らは同程度かむしろ

減っている。また，前記(2)エ(イ)ａ，ｂのとおり，被告は，本件運用

細則改定後，本件勤務回数制限を廃止したものの，新たに１勤務指定期

間当たりの深夜帯勤務の回数の目安を定めるなど深夜帯の勤務回数につ

いて一定の配慮を行うとともに，属人的に深夜帯勤務が指定されること

がないよう勤務指定の公平化を図っており，実際，原告らに対し，前記

目安を超えて深夜帯の勤務指定がされたことはない（乙４，２７，３０，

５０，５１，７４，７５，９３，９９，証人Ｐ１７【１，３頁】，同Ｐ

２２【１，５頁】，同Ｐ１８【１８頁】，同Ｐ２０【５頁】，同Ｐ１９

【２頁】，同Ｐ２３【６頁】，同Ｐ２１【１，２頁】，弁論の全趣旨）。

そうだとすると，「１０深夜勤」，「８深夜勤」の新設により，郵便関

係職員の深夜帯勤務の回数が著しく増加したとはいえず，原告らが受け

る不利益は直ちに本件運用細則改定の合理性を失わせるほどのものとま

でいうことは困難である。
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(イ) 前記(2)ウ(イ)ａによれば，「新夜勤」の勤務の場合，組み合わさ

れる勤務と勤務との間に，原則として２時間の勤務解放時間があったと

ころ，「１０深夜勤」，「８深夜勤」の勤務にはこれがなく，「新夜

勤」に代えて「１０深夜勤」，「８深夜勤」を行った場合，前記勤務解

放時間分，深夜帯の勤務時間が増えるかのようにも思われる。前記(2)

エ(ウ)によれば，被告は，「１０深夜勤」では勤務の途中に６０分，

「８深夜勤」では勤務の途中に４５分の休息時間を新設しており，これ

までの「新夜勤」に代わって「１０深夜勤」，「８深夜勤」の勤務をし

た場合に増える深夜帯の勤務時間は，勤務解放時間から前記休息時間を

差し引いた時間分ということになる。実際，原告らについてみても，本

件運用細則改定前後における深夜帯の勤務時間の増加は，原告らの主張

によっても１勤務指定期間（４週間）当たり約３時間から約１６時間，

平均約６時間程度である（別紙４深夜帯勤務時間数一覧表「原告らの主

張」欄参照）。また，「１０深夜勤」，「８深夜勤」の勤務は，１回当

たりの拘束時間が１４時間から１５時間となる「新夜勤」の勤務と比べ

て，拘束時間は少なくなっているといえる。そうだとすると，「１０深

夜勤」，「８深夜勤」の新設による深夜帯勤務の時間増加により原告ら

が受ける不利益は，直ちに本件運用細則改定の合理性を失わせるほどの

ものとまでいうことは困難である。

(ウ) 「新夜勤」は，２つの勤務が組み合わされた勤務の種類であるから，

暦日の勤務解放時間を得るために，１労働日分の年次有給休暇を取得す

れば足りる。これに対し，「１０深夜勤」，「８深夜勤」は，暦日の勤

務解放時間を得るために，１労働日以上の年次有給休暇を取得しなけれ

ばならない場合が生ずることは，当事者間に争いがない。したがって，

「新夜勤」の代わりに「１０深夜勤」，「８深夜勤」が指定された場合，

郵便関係職員は有給休暇取得において不利益を受けることになる。しか
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し，行政解釈においては，労基法３９条所定の「労働日」は原則として

暦日計算によるべきであるから，原則として，１勤務が２日にわたる場

合の年次有給休暇については，１勤務を年次有給休暇の２労働日として

取り扱うべきであり，１勤務が２日にわたる場合には，継続２４時間を

１労働日として取り扱って差し支えないとされているにすぎない（昭和

２６年９月２６日基収３９６４号，同６３年３月１４日基発１５０号，

甲１８）。また，被告では，年次有給休暇の一部につき１時間単位の付

与を認めている（本件規程２４条３項，本件運用細則５３条３項）。し

たがって，「１０深夜勤」，「８深夜勤」の勤務について年次有給休暇

を取得する場合に原告らが被る不利益は，直ちに本件運用細則改定の合

理性を失わせるほどのものとまでいうことは困難である。

(エ) 原告らの主張について

ａ これに対し，原告らは，本件運用細則改定前の「新夜勤」において

は，被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）と全逓との間の労使合意に

基づき，勤務と勤務との間で最大で２時間３０分の仮眠時間をとるこ

とができた旨主張し，原告Ｐ５はこれに沿う供述をしている（原告Ｐ

５【２５，２６頁】）。

しかし，証拠（乙２７，証人Ｐ１７【１，１３，２４頁】）及び弁

論の全趣旨によれば，「新夜勤」の勤務では勤務と勤務との間の勤務

解放時間が最大で２時間あるものの（旧運用細則２３条），当該時間

は被告が活用方法を制限しない自由時間にすぎず，仮眠時間として規

定されたものではないこと，勤務解放時間に続く３０分の休息時間は，

特段の事由のない限り業務に従事しなくてもよい時間として運用され

ていたものの，勤務時間に含まれ，在局義務があること（旧運用細則

８条８項），郵政省は，全逓が「新夜勤」に伴う仮眠室等の環境整備

を求めたことに対し，横臥のための施設として，当時１６勤者用とし
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て使用されていた宿直室等の有効活用を考えていると回答したにすぎ

ず，仮眠時間及び仮眠施設の確保を約束したものではないことがそれ

ぞれ認められる。

以上によれば，被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）が本件運用細

則改定前に郵便関係職員に対し，最大で２時間３０分の仮眠時間を付

与していたとはいえず，前記原告らの主張及び原告Ｐ５の供述はいず

れも採用することができない。

ｂ また，原告らは，被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）においては，

実態上，本件運用細則改定前は，「新夜勤」明けの翌日には週休又は

非番が１日か，週休と非番の連続指定が行われるような勤務指定がさ

れる労使慣行が成立していた旨主張する。確かに，弁論の全趣旨によ

れば，被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）において，本件運用細則

改定前，「新夜勤」の勤務明け翌日に週休又は非番が１日か，週休と

非番の連続指定が行われるような勤務指定がされることが多かったこ

とが認められる。しかし，証拠（乙２７，６０の１，同７１，証人Ｐ

１７【１，２０ないし２２頁】）及び弁論の全趣旨によれば，被告

（郵政省，郵政事業庁を含む。）は，「新夜勤」の勤務明け翌日には

週休又は非番が１日か，週休と非番の連続指定をするよう指導をして

いないこと，原告Ｐ１４は「新夜勤」の勤務に引き続き，「日勤」等

の勤務に従事していることが認められるうえ，原告Ｐ１１も「新夜

勤」の勤務の場合２日連続の勤務が指定されることがあった旨供述し

ており（原告Ｐ１１【３頁】），「新夜勤」の勤務明け翌日には週休

又は非番が１日か，週休と非番の連続指定をすることが労使慣行とな

っていたとまではいえず，他にこれを認めるに足りる証拠は存在しな

い。仮に前記労使慣行の存在が認められるとしても，本件運用細則改

定とは直接関係はなく，被告（郵政省，郵政事業庁を含む。）が従前
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の労使慣行に反する勤務指定をしているとしても，これにより原告ら

に本件運用細則改定の効力が及ばないということにはならない。よっ

て，この点の原告らの主張は採用することができない。

ｃ 原告らは，「１０深夜勤」，「８深夜勤」の勤務が原告らの健康へ

悪影響を及ぼしている旨主張する。

確かに，一般的に言って，長時間に及ぶ深夜帯勤務が人の健康に何

らかの影響を与えること，深夜帯勤務の連続により疲労が蓄積するこ

とは容易に推認することができる。しかし，深夜帯勤務の健康への影

響は，各個人の健康状態，年齢，性別等の個人差があり，郵便関係職

員は従前から深夜帯勤務に従事していたところ，「１０深夜勤」，

「８深夜勤」の新設により原告らの健康に悪影響を及ぼしたか否かに

ついては本件全証拠を検討するも判然とせず，原告らに具体的な健康

障害が生じたことを認めるに足りる証拠はない。なお，原告Ｐ１５提

出の報告書（甲５８）の中には，「深夜勤」が影響していると思われ

る在職死亡例として４人が挙げられているが，これを裏付けるに足り

る具体的証拠は存在せず，むしろ，「新夜勤」及び「深夜勤」に従事

する職員の在職死亡者数は，平成１２年度５人，同１３年度４人，同

１４年度７人，同１５年度６人，同１６年度５人となっており，増加

傾向にあるとまではいえず（乙２９，６８，弁論の全趣旨），前記原

告Ｐ１５提出の報告書は採用することができない。

(オ) 以上のとおり，原告ら郵便関係職員は，「１０深夜勤」，「８深夜

勤」の新設により，勤務条件（深夜帯の勤務回数，時間数）が不利益に

変更されたということはできるものの，その程度は直ちに本件運用細則

改定の合理性を失わせるほどのものとまでいうことは困難である。なお，

原告らは，「調整深夜勤Ａ」，「調整深夜勤Ｂ」についても，就業規則

の不利益変更に当たる旨主張するが，「調整深夜勤Ａ」，「調整深夜勤
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Ｂ」は，旧運用細則にも規定されていたものであり（旧運用細則別表第

４，第５），運用上，郵便関係職員に対し勤務指定がされていなかった

にすぎないから，そもそも就業規則の不利益変更には当たらないと解す

るのが相当である。よって，この点の原告らの主張は，その余の点を判

断するまでもなく理由がない。

イ 特例休息の廃止について

前記争いのない事実(3)ウ，(5)ウによれば，被告は，本件運用細則改定

により，「新夜勤」の勤務において認められていた特例休息を廃止したこ

とが認められる。しかし，被告は，前記(2)エ(ウ)のとおり，特例休息に

代わる休息制度を新設し，郵便局によっては特例休息施行時よりも休息時

間が増えており，特例休息の廃止により必ずしも郵便関係職員の実労働時

間が増加したということはできない（乙２７，証人Ｐ１７【１，１３，２

３ないし２６，４３ないし４５頁】）。実際，原告らについてみると，原

告Ｐ１６，同Ｐ４，同Ｐ１５，同Ｐ１４は，いずれも本件運用細則改定前

（「新夜勤」）の特例休息時間よりも，同改定後の新たな休息時間の方が

長いことが認められる（証人Ｐ１８【６頁】，同Ｐ２０【５頁】，同Ｐ２

３【６頁】，同Ｐ２１【５頁】）。

以上によれば，特例休息の廃止により郵便関係職員の勤務条件（実労働

時間数）は不利益に変更されたとはいえないか，仮に不利益に変更された

としても，原告らがこれにより被る不利益は，直ちに本件運用細則改定の

合理性を失わせるほどのものであるということは困難である。

ウ カット時短の廃止について

前記争いのない事実(5)エのとおり，本件運用細則改定により，カット

時短が廃止されたことが認められ，これにより原告ら郵便関係職員の勤務

条件（実労働時間数）が不利益に変更されたということができる。

しかし，カット時短は，実際には勤務していない時間につき給与を支払
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うというものであり，その合理的理由自体見い出し難く，その廃止により

実労働時間が本件規程所定の勤務時間である１週平均４０時間，４週１６

０時間になったにすぎない。そうだとすると，カット時短の廃止により原

告らが被る不利益は，直ちに本件運用細則改定の合理性を失わせるほどの

ものとまでいうことは困難である。

エ 小括

以上の検討結果によれば，「１０深夜勤」，「８深夜勤」の新設，カッ

ト時短の廃止は，いずれも就業規則の不利益変更に当たるものの，これに

より原告らの被る不利益は，直ちに本件運用細則改定の合理性を失わせる

ほどのものとまでいうことは困難である。その他，本件運用細則の改定が，

改定の合理性を失わせるほどの不利益を原告らに与えると認めるに足りる

証拠は存在しない。また，特例休息の廃止は，就業規則の不利益変更に当

たらないか，仮にこれに当たるとしても，原告らの被る不利益は，直ちに

本件運用細則改定の合理性を失わせるほどのものであるとはいえない。さ

らに，「調整深夜勤Ａ」，「調整深夜勤Ｂ」は，就業規則の不利益変更に

は当たらない。

(5) 本件運用細則改定に伴う代償措置について

ア 認定事実

前記争いのない事実，証拠（文章中又は文末に掲記したもの）及び弁論

の全趣旨によれば，以下の事実が認められる（なお，当事者間に争いのな

い事実は，文章中又は文末に証拠等を掲記しない。）。

(ア) 新たな深夜帯勤務の目安

被告は，本件運用細則改定による１勤務指定期間当たりの深夜帯勤務

回数の制限廃止の代償措置として，また，職員の健康保持と能率維持を

図る意味もあって，前記(2)エ(イ)ｂのとおり，新たに１勤務指定期間

当たりの深夜帯勤務回数について，「１０深夜勤」の連続指定の場合は
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８回，「新夜勤」と「調整深夜勤」を組み合わせた連続指定の場合は６

回，「８深夜勤」の連続指定の場合は１０回又は８回にするとの目安

（ただし，年末年始繁忙期等を除く。）を定めた（乙４，２７，証人Ｐ

１７【１，３頁】）。

(イ) 新たな休息時間の付与

被告は，本件運用細則改定による「１０深夜勤」，「８深夜勤」の新

設，特例休息及びカット時短の廃止の代償措置として，また，深夜帯に

勤務する職員の健康保持と能率維持を図る意味もあって，前記(2)エ(ウ

)のとおり，「深夜勤」（「調整深夜勤」を含む。）及び「新夜勤」に

従事した場合，新たな休息時間を付与することにした。なおこの新たな

休息時間の付与により，地域区分局と一般局の深夜帯勤務に従事する職

員の休息時間の差が解消された（乙２７，証人Ｐ１７【１，３頁】）。

(ウ) 夜間特別勤務手当

被告は，深夜帯における勤務の特殊性及び夜間労働力の確保のため，

夜間特別勤務手当を支給しているところ，本件運用細則改定による「１

０深夜勤」，「８深夜勤」の新設及び連続指定，特例休息，カット時短，

本件勤務回数制限の廃止の代償措置として，下記ａ及びｂ記載のとおり，

夜間特別勤務手当の支給区分の追加及び増額をした。その結果，原告ら

の夜間特別勤務手当受給額は，本件運用細則改定後，別紙６夜間特別勤

務手当一覧表記載のとおり，いずれも増加した。（乙１２，２６，４８，

証人Ｐ１９【１，４頁】）

ａ 「１０深夜勤」，「８深夜勤」の新設，特例休息，カット時短の廃

止の代償措置

(ａ) 深夜帯勤務（「新夜勤」，９時間の「調整深夜勤」及び「１０

深夜勤」を除く「深夜勤」）の夜間特別勤務手当は，本件運用細則

改定前は１回当たり１３００円ないし３２００円であったが，同改
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定後は１回当たり１６００円ないし３４００円に値上げした（なお，

現在は１回当たり１８００円ないし３４００円である。）。

(ｂ) １０時間の「調整深夜勤」及び「１０深夜勤」の夜間特別勤務

手当を新設し，１回当たり１７００円ないし３５００円とした（な

お，現在は１回当たり１９００円ないし３５００円である。）。

ｂ 「１０深夜勤」，「８深夜勤」の連続指定及び本件勤務回数制限の

廃止の代償措置

(ａ) 「１０深夜勤」連続指定４回又は「８深夜勤」連続指定５回の

場合の加算額を新設し，６０００円とした。

(ｂ) 深夜帯勤務の回数実績に応じた加算額を新設し，３回の場合は

１０００円とし，これ以上回数が増えるごとに加算し，９回を超え

る場合は８０００円とした。

(エ) 健康管理対策

ａ 被告における一般的健康管理対策

被告は，労働安全衛生法に基づき，日本郵政公社健康管理規程（以

下「健康管理規程」という。）を定め，職員の健康管理に必要な事項

を定めている。そして，郵便局長等の所属長は，健康管理規程に定め

る事項を適切に実施し，職員の健康の保持，増進に必要な措置を講ず

る責務を有し（同規程３条），毎年１回定期健康診断を実施するとと

もに（同規程２４条），健康診断票兼指導票の総合判定の指導区分

（同規程２１条）に従い，要療養者については必要な期間休暇を与え

て休養させること，要軽作業者については必要に応じて勤務場所又は

担務の指定変更を行い，又は健康診断を行った医師の診断書に基づき

休暇を与えて１日の勤務時間を短縮することなど，勤務上必要な措置

を行っている。また，被告は，夜間交替制勤務者（「新夜勤」「深夜

勤」従事者）について，前記定期健康診断のほか，特別健康診断を実
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施するとともに，健康診断の結果，指導区分が「Ｃ－１」（「要注意

者」の「要医療」）と決定され，病名，症状が循環器系疾患，代謝障

害及び呼吸器系疾患とされている職員については，所属長又は所属の

管理者が個別に対話をし，その結果に基づいて，必要に応じ，時間外

労働及び休日労働の勤務制限等の指導を行っている。（乙２７，６８，

６９，証人Ｐ１７【１，１４頁】，弁論の全趣旨）

ｂ 本件運用細則改定の際の健康管理対策の強化

被告は，本件運用細則改定の際，深夜帯の勤務に従事する職員の健

康保持，増進を図るため，特例として，以下のとおり健康対策を強化

した。（乙１３，１４，２７，６８，６９，証人Ｐ１７【１，１４

頁】，弁論の全趣旨）

(ａ) 自発的健康診断の経費負担の充実

被告は，深夜帯勤務に従事する常勤職員について，前記ａの定期

健康診断，特別健康診断のほか，年度内１回に限り，自発的健康診

断の助成措置を講じることにした。これにより，深夜帯勤務に従事

する常勤職員は，自己の健康に不安を感じ，次回の定期健康診断ま

で待てない場合には，被告負担で自ら健康診断を受けることができ

るようになった。そして，所属長は，職員から自発的健康診断の結

果の提出を受けた場合，健康管理医の意見を聴取したうえ，必要が

あると認めたときは，適切な措置を講じることになっている。

(ｂ) 成人病検診受診の助成

被告は，一般職員については成人病検診受診の助成措置を行わな

い場合もあるが，深夜帯勤務に従事する職員全員（ただし，満３５

歳以上の共済組合員である職員を対象）については，成人病検診受

診の助成措置を講ずることにした。

(オ) 深夜帯勤務に従事する職員の疲労回復のための措置
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ａ 深夜帯勤務の始・終業時刻の設定

被告は，深夜帯勤務の勤務と勤務との間に一定時間を確保するため，

勤務の始・終業時刻を「１０深夜勤」の場合は午後９時から午前８時，

「８深夜勤」の場合は午後１０時から午前６時４５分，「新夜勤」の

場合は例えば午後５時から午後１１時（「半夜勤」）及び午前１時か

ら午前９時４５分（「深夜勤Ａ」）と設定している。その結果，被告

は，勤務と勤務との間の時間として，「１０深夜勤」の連続指定の場

合は１３時間，「８深夜勤」の連続指定の場合は１５時間１５分，

「新夜勤」と「調整深夜勤」の連続指定の場合は１１時間１５分の間

隔をあけている。（証人Ｐ１７【２６，２７頁】）

ｂ 深夜帯勤務と勤務との間の時間外労働の抑制

被告は，郵便関係職員の「１０深夜勤」，「８深夜勤」指定及び深

夜帯勤務の連続指定に対する対策として，また，深夜帯勤務に従事す

る職員の疲労回復のための時間を確保する目的もあって，深夜帯勤務

と勤務との間の時間外労働について，以下のとおり，配慮している

（乙４，２７，証人Ｐ１７【１，１４，３４頁】）。

(ａ) 被告は，「新夜勤」（勤務と勤務の間が原則２時間とされてい

るものに限る。）に従事している郵便関係職員に対し，「新夜勤」

の勤務と勤務との間に，時間外労働を命ずることは自粛する。

(ｂ) 被告は，深夜帯勤務に連続して従事している郵便関係職員に対

し，連続する勤務と勤務との間に，時間外労働を命ずることは，特

殊・発着における緊急事故への対応等，真にやむを得ない場合を除

き，自粛する。

ｃ 仮眠・横臥のための休憩室の利用

被告は，郵便局の状況に応じて，「１０深夜勤」，「８深夜勤」に

従事する職員も，「新夜勤」に従事する職員用の仮眠・横臥のための
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休憩室を利用することができるようにしている。また，被告は，深夜

帯勤務に連続して従事する遠距離通勤者に対する休憩室の解放として，

遠距離通勤者等が勤務と勤務との間（「新夜勤」の勤務解放時間を除

く。）に在局する場合に，仮眠・横臥のための休憩室等を利用するこ

とができるようにしている。実際，原告Ｐ５が所属する千葉中央局，

同Ｐ４が所属する新宿局，同Ｐ１５が所属するβ局，同Ｐ１２，同Ｐ

１３が所属する大阪γ局では，仮眠室ないし休憩室が勤務終了後の職

員により利用されており，同Ｐ５は自ら勤務終了後に仮眠をしている。

なお，東京中央郵便局では，一時期，「１０深夜勤」，「８深夜勤」

に従事する職員は，休憩室を利用することができない時期があったが，

平成１６年１２月上旬以降は，使用することができるようになり，勤

務終了後も午前７時３０分から正午までの間は利用することが可能と

なっている。（乙３０，４５の３及び４，同５１，８９ないし９１，

証人Ｐ１７【１４頁】，同Ｐ２２【１，５，６頁】，同Ｐ２０【２

頁】，同Ｐ２３【１１頁】，原告Ｐ５【２７頁】，弁論の全趣旨）

ｄ 構内駐車場の利用

被告は，「１０深夜勤」，「８深夜勤」に従事する郵便関係職員に

ついても，「新夜勤」に従事する郵便関係職員と同様に，公共の交通

機関を利用して出・退勤ができない場合には，自動車通勤のため局舎

構内に最大限駐車スペースを確保し，それでも不足する場合は借上げ

により対処している（証人Ｐ１７【３２ないし３４頁】）。

イ 判断

(ア) 前記(4)で判断したとおり，原告らは，本件運用細則が改定された

ことにより，「１０深夜勤」，「８深夜勤」が新設されるとともに，カ

ット時短，特例休息が廃止されたため不利益を被っている。これに対し，

前記アの認定事実によれば，被告は，本件運用細則改定に当たり，①深
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夜帯勤務の回数について新たに目安を定めたこと，②新たな休息時間の

付与をしたこと，③夜間特別勤務手当の支給区分の追加及び増額を行い，

これにより原告らは概ね休息時間，特別勤務手当の支給額が増えたこと

が認められる。そうだとすると，被告は，原告らが本件運用細則改定に

伴って被った前記不利益に対し，少なからぬ代償措置を講じていると評

価することができる。

また，前記アの認定事実によれば，被告は，深夜帯勤務一般について，

健康管理対策を強化するとともに，深夜帯勤務の始・終業時刻の設定，

深夜帯勤務と勤務の間の時間外労働の抑制，仮眠・横臥のための休憩室

の利用，構内駐車場の利用等深夜帯勤務に従事する職員の疲労回復にも

一定の配慮をしていることが認められる。

(イ) これに対し，原告らは，夜間特別勤務手当の改正は，夜間交替制加

算額の廃止を原資とするものであり，実質的に賃金の引下げになってい

る旨主張し，原告Ｐ５はこれに沿う供述をしている（原告Ｐ５【１５，

１６頁】）ので，上記主張の当否について検討することにする。

証拠（乙１２，２７，４６，証人Ｐ１７【１，１３，１４頁】）及び

弁論の全趣旨によれば，次の事実が認められる。

夜間交替制加算額は，平成１６年３月３１日，被告職員全体の給与体

系の見直しの一部として，郵便関係職員の能力・実績向上に向けたイン

センティブを高める手当の創設・拡充のため廃止された。夜間交代制加

算額は，深夜帯勤務に従事している職員に対し，勤務の回数とは無関係

に，当該郵便局における夜間郵便点数により月額１９００円から７８０

０円の範囲で支給していたものであり，深夜帯勤務回数に応じて支給さ

れる夜間特別勤務手当とはその性格を異にしている。また，夜間交代制

加算額を廃止したことによる給与の減少額については，現給保証を行っ

ており，同加算額廃止により生じた資金は，平成１６年４月実施の郵便
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物区分能率向上手当等の原資として活用されている。

以上の認定事実に照らすと，夜間特別勤務手当の改正が夜間交替制加

算額の廃止を原資とするものであるとか，実質的に賃金の引下げになっ

ているとかいうことはできず，前記原告らの主張及び原告Ｐ５の供述は

理由がなく，これを採用することはできない。

ちなみに，原告らは，本件運用細則改定前後について，勤務１回当た

りの手当額合計を午後１０時から午前５時までの勤務時間数で除した数

値で比較している（原告準備書面(9)別紙２）。しかし，夜間特別勤務

手当は，前記認定事実(ウ)のとおり，深夜帯における勤務の特殊性及び

夜間労働力の確保のために支給される手当であり，深夜帯の勤務１回に

つき又は深夜帯勤務の連続指定に伴い支給される。これに対し，早出等

手当は，通勤に伴う特殊性及び困難性に対して支給される手当であって，

始業時刻が午前７時以前となる勤務又は終業時刻が午後９時以降となる

勤務に４時間以上従事したとき，勤務１回につき支給されるものである

（乙２７，証人Ｐ１７【１頁】）。したがって，夜間特別勤務手当と早

出等手当とは手当の性格，支給基準が全く異なるのであるから，これら

を一律に比較して（勤務１回当たりの手当額合計を午後１０時から午前

５時までの勤務時間数で除した数値で比較する方法），本件運用細則改

定により手当額が減少したということはできない。

(ウ) また，原告らは，本件運用細則改定後も，被告は「深夜勤」明けに

特殊・発着における緊急事故以外でも時間外労働を命じていると主張す

る。しかし，前記ア(オ)ｂで認定した事実，証拠（乙３１）及び弁論の

全趣旨によれば，原告らが勤務する各郵便局においては，深夜帯勤務に

連続して勤務する場合，連続する勤務と勤務との間について時間外労働

を命ずることは，特殊・発着における緊急事故への対応等やむを得ない

場合を除き自粛していることが認められ，その他，本件全証拠を検討す
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るも，各郵便局において，本件運用細則改定後，深夜帯勤務明けに特殊

・発着における緊急事故以外でも恒常的に時間外労働を命じていると認

めるに足りる的確な証拠は存在しない。

ウ 小括

以上の検討結果によれば，被告は，本件運用細則改定に当たり，郵便関

係職員の勤務条件が不利益に変更されることについて，少なからぬ代償措

置及び一定の配慮をしていると評価することができ，当該判断を覆すに足

りる証拠は存在しない。

(6) 労働組合との交渉経緯，労働組合の対応について

ア 認定事実

前記争いのない事実，証拠（文章中又は文末に掲記したもの）及び弁論

の全趣旨によれば，以下の事実が認められる（なお，当事者間に争いのな

い事実は，文章中又は文末に証拠等を掲記しない。）。

(ア) 被告に存在する労働組合等

被告には，労働組合として，全逓，全郵政，郵産労，郵政全労協が存

在する。被告の常勤職員のうち，労働組合に加入している職員数は，厚

生労働省大臣官房統計情報部発行の「平成１５年 労働関係総合調査

労働組合基礎調査報告」によれば，平成１５年当時，全逓が１３万８６

２４人，全郵政が８万６３０４人，郵産労が２０３５人，郵政全労協は

不明であった。なお，被告の職員数は，平成１５年４月１日当時，２８

万００４２人であった。したがって，被告の常勤職員に占める全逓，全

郵政の組合員数の割合は，平成１５年当時約８０．３％であった（前記

争いのない事実(1)ア(イ)，(ウ)，弁論の全趣旨）。

(イ) 関係労働組合への提案

ａ 郵政事業庁は，平成１５年１月３１日ころ，全逓ら関係労働組合４

団体に対し，本件運用細則改定について，同日付け「郵便事業におけ
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る効率的な服務方法の実施について」と題する書面を提示した。この

際，郵政事業庁は，本件運用細則改定の実施時期について，翌日配達

エリアの拡大に併せて実施したいとして，平成１５年５月１９日以降

準備出来次第として提案したが，労使交渉期間及び職員に対し各施策

の趣旨・目的を浸透させる周知期間を十分に確保するため，前記実施

時期を延期した。（乙１５，２７，証人Ｐ１７【１，５２，５３

頁】）

なお，この点に関して，原告Ｐ５は，郵政全労協は前記書面を受領

していない旨供述し（原告Ｐ５【２０，４５，４６頁】），郵政全労

協の交渉担当をしていたＰ２４は，郵政全労協は平成１５年２月１２

日に前記書面を受領しているが，組合からの要求の結果提示されたも

のと思われる旨陳述している（甲４２）。しかし，証人Ｐ１７は，郵

政事業庁が郵政全労協に対しても，他の労働組合と同様に前記書面を

提示したことを明確に証言していること（証人Ｐ１７【５２，５３

頁】），前記原告Ｐ５及びＰ２４の供述及び陳述は，原告の従前の主

張と齟齬するものであること（原告準備書面(3)【５頁】），郵政事

業庁が前記書面を他の労働組合に提示しながら，郵政全労協にだけ提

示しないことは不自然であり，郵政全労協だけ差別的に取り扱わなけ

ればならない理由を本件全証拠を検討するも見出し難いことに照らす

と，前記原告Ｐ５及びＰ２４の供述及び陳述は採用することができな

い。

ｂ 被告は，平成１５年７月ころ，関係労働組合に対し，本件運用細則

改定の具体的内容について，同月１４日付け「郵便事業における効率

的な服務方法の実施について」と題する書面を提示した。被告は，こ

の際，本件運用細則改定の実施時期について，支社・郵便局段階にお

ける十分な労使交渉期間を確保しつつ，できるだけ早期に実施したい



61

として，平成１５年１０月５日以降準備出来次第として提案したが，

郵便局段階での労使交渉期間及び職員に対し各施策の趣旨・目的を浸

透させる周知期間を十分に確保するため，前記実施時期を延期した

（乙１６，２７，証人Ｐ１７【１頁】）。

(ウ) 全逓との交渉経過

全逓は，平成１５年８月５日，被告に対し，前記(イ)ｂの被告提案に

ついて，「郵便事業における効率的な服務方法に関する要求書」を提出

した。被告は，平成１５年９月２２日，全逓に対し，前記要求書に対す

る最終回答をしたうえ，中央交渉の大綱整理をした。被告は，平成１５

年９月２６日，全逓との間で，本件運用細則改定を受け入れる旨の本件

労働協約を締結した。（乙１８，２７，証人Ｐ１７【１，１４，１５

頁】，弁論の全趣旨）

(エ) 全郵政との交渉経過

全郵政は，平成１５年７月３０日，被告に対し，前記(イ)ｂの被告提

案について，「郵便事業における効率的な服務方法に関する要求書」を

提出した。被告は，平成１５年９月２２日，全郵政に対し，前記要求書

に対する最終回答をしたうえ，中央交渉の大綱整理をした。被告は，平

成１５年９月２６日，全郵政との間で，「『勤務時間及び週休日等に関

する協約』等の一部改正に関する協約」を締結した（乙２７，証人Ｐ１

７【１，１４，１５頁】，弁論の全趣旨）。

(オ) 郵産労との交渉経過

郵産労は，平成１５年７月３１日，被告に対し，前記(イ)ｂの被告提

案について，「服務方法の実施見直しに関する要求書」を提出した。被

告は，郵産労に対し，平成１５年８月２６日から同年９月２日までの間，

前記要求書に対する回答をしたうえ，同組合との間で，同月１７日及び

同月１９日，団体交渉を行ったが合意に至らず，交渉は継続扱いになっ
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た。被告は，平成１５年１０月３日，郵産労に対し，前記(イ)ｂの提案

について受け入れるか否かを確認したところ，郵産労は，同１６年２月

開催の中央委員会で最終的な決断を下す旨の回答をした。これに対し，

被告は，郵産労に対し，同組合との交渉は継続中であるが，平成１６年

２月実施に向けて，遅くとも同１５年１１月中には支部・単局段階での

意思疎通を終了させる方針である旨を伝えたところ，郵産労は，被告の

責任において実施するものを止めるものではないとの見解を示した。こ

れを受けて，被告は，郵産労に対し，求めがあればいつでも交渉に応じ

る旨伝えた。郵産労は，平成１６年８月，被告に対し，本件運用細則改

定について，「深夜労働に係わる改善要求書」を提出した。（弁論の全

趣旨）

(カ) 郵政全労協との交渉経過

被告は，前記(ウ)ないし(オ)のとおり，全逓，全郵政，郵産労の各労

働組合との間では，前記(イ)ｂの被告提案について団体交渉が進んでい

たが，郵政全労協からは特段反応がなかった。そこで，被告は，平成１

５年９月２２日，郵政全労協に対し，要求書を提出するのであれば，早

期に提出するよう求めた。郵政全労協は，平成１５年９月２９日，被告

に対し，前記(イ)ｂの被告提案について，「『郵便事業における効率的

な服務方法の実施について』に関する要求書」を提出した。被告は，平

成１５年１０月２１日及び同年１１月５日，郵政全労協に対し，前記要

求書に対する回答をしたうえ，同月１４日，同組合との間で，団体交渉

を行ったが合意に至らなかった。（甲２２，弁論の全趣旨，ただし，甲

２２は前記認定事実に反する部分を除く。）

(キ) 被告は，平成１５年１０月以降，各郵便局と関係労働組合支部等と

の間において，本件運用細則改定に関する団体交渉等を行い，各郵便局

における服務表を決定した。そして，被告は，平成１５年１１月２１日，
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本件運用細則を改定したが，さらに，郵便局段階での労使交渉期間及び

職員に対し各施策の趣旨・目的を浸透させる周知期間を十分に確保し，

各施策の円滑な実施を図ること，同年度年末年始繁忙期の業務に全力を

傾注することなどを考慮して，新運用細則の施行日を同１６年２月８日

とした。（前記争いのない事実(4)，乙２７，証人Ｐ１７【１頁】，弁

論の全趣旨）

イ 判断

前記認定事実によれば，被告は，本件運用細則改定に関する関係労働組

合との交渉において，十分な時間を設けて交渉を行い，その同意を得よう

と努力していたのであって，各労働組合の対応により団体交渉等の時期，

回数に差異はあるものの，いずれの労働組合に対する交渉態度も公正かつ

誠実なものであったと評価することができる。その結果，被告は，本件運

用細則改定について，合計すると常勤職員の８割以上を占める割合の組合

員を擁する全逓及び全郵政（前記認定事実(ア)）の同意を得て，本件運用

細則改定を承認する旨の労働協約を締結している。

これに対し，原告らは，被告は平成１５年７月以前から全逓等との間で

は秘密裏に交渉を行っていたのに対し，郵政全労協に対する対応は差別的

・形式的なものであったうえ，全逓はその規約上必要な中央委員会での決

定を行わないまま本件労働協約を締結した旨主張し，原告Ｐ５がこれに沿

う陳述ないし供述をしている（甲２２，原告Ｐ５【２０頁】）。しかし，

前記認定事実(イ)ａ，ｂで認定したとおり，被告は，郵政全労協に対して

も，他の労働組合と同様に本件運用細則改定に関する提案を行っており，

その後は各労働組合の交渉態度に応じて，団体交渉等の時期・回数に差異

が生じているものの，郵政全労協についても，前記提案に対する回答を促

すなどしたうえ，回答提出後に団体交渉を行っていることが認められる。

そうだとすると，被告が郵政全労協についてだけ殊更差別的・形式的な交
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渉態度であったということはできない。また，本件全証拠によるも，被告

が全逓等との間で，本件運用細則改定に関し，秘密裏に交渉を行っていた

こと，全逓がその規約上必要な中央委員会での決定を行わないまま本件労

働協約を締結したことを裏付けるに足りる的確な証拠は見当たらない。以

上によれば，原告らの前記主張及びこれに沿う原告Ｐ５の陳述ないし供述

は採用することができない。

ウ 小括

以上検討したところによれば，被告は，本件運用細則改定について，関

係各労働組合との間で公正かつ誠実な交渉を行い，その結果，合計すると

常勤職員の８割以上を占める割合の組合員を擁する労働組合の合意を得て，

新運用細則を承認する旨の労働協約を締結しているのであって，このこと

は本件運用細則改定の合理性を推認させる一事情ということができる。

(7) 深夜業に関する我が国社会における一般的状況について

ア 認定事実

証拠（乙２１，１０６）によれば，労働省発表の中間報告（平成１０年

４月末日当時の状況），厚生労働省発表の労働環境調査（同１３年９月末

日当時の状況，ただし一部の事項については，過去６か月間，１年間，３

年間の状況）に照らすと，深夜業に関する我が国社会における一般的状況

は，以下のとおりであることが認められる。

(ア) 深夜交替制勤務の実施状況

中間報告及び労働環境調査によれば，深夜業（午後１０時から午前５

時までに行う労働）のうち，規模が大きな民間事業所ほど深夜交替制勤

務の実施割合が高く，従業員１０００人規模の事業所においては８割を

超える事業所が深夜交替制勤務を採用している。

(イ) 深夜帯勤務時間数・勤務日数

中間報告によれば，深夜交替制勤務を実施している民間事業所の１週
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間の所定労働時間数，深夜帯勤務時間数，勤務日数は次のとおりである。

すなわち，１週間の所定労働時間数は，４割弱の事業所が４０時間であ

り，１か月当たりの深夜帯勤務時間数は，２０時間以上４０時間未満と

する事業所が最も多くて全体の３割弱を占めており，１か月当たりの深

夜勤務回数は，１０回から１４回が最も多くて全体の３割強を占めてい

る。

(ウ) 深夜業従事者への配慮事項

労働環境調査によれば，深夜業を実施している事業所（深夜交替制勤

務，常夜勤務，所定外深夜勤務を実施している事業所）のうち９割の事

業所が深夜業従事者に対し何らかの配慮を行っているが，その内容は，

「休憩時間を２回以上確保」（５０．３％），「所定外労働時間数を制

限」（４２．６％），「深夜勤務回数を制限」（３８．４％），「休日

労働回数を制限」（３５．８％），「健康管理相談窓口の設置」（２２

．６％），「２日連続の深夜勤務を避ける」（１６．３％）などとなっ

ている。

イ 判断

前記認定事実(イ)によれば，深夜交替制勤務を実施している民間事業所

においては，１か月当たりの深夜帯勤務時間数は，２０時間以上４０時間

未満とする事業所が最も多くて，全体の３割弱を占めているところ，原告

らの１勤務指定期間（４週間）当たりの「１０深夜勤」の指定回数は，概

ね４回ないし６回であり（別紙５深夜帯勤務回数一覧表），これに１回の

深夜帯勤務の時間数６時間（午後１０時から午前５時までの７時間から休

憩時間１時間を減じた時間数）を乗じると，原告らの深夜帯勤務の時間数

合計は１勤務指定期間（４週間）あたり２４時間ないし３６時間となる

（６時間×４ないし６回＝２４時間ないし３６時間）。そうだとすると，

被告における郵便関係職員の深夜帯勤務時間数は，民間事業所に比べて過
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重な内容になっているとまでいうことは困難である。

また，前記認定事実(イ)によれば，深夜交替制勤務を実施している民間

事業所においては，１か月当たりの深夜勤務回数は，１０回から１４回が

最も多くて全体の３割強を占めているところ，前記(2)エ(イ)ｂ，前記(4)

ア(ア)のとおり，被告は，本件運用細則改定後，１勤務指定期間中の勤務

指定回数について，「１０深夜勤」は８回，「８深夜勤」は８回又は１０

回との目安を設けており，実際これを超える勤務指定は行われていないの

であるから，被告における郵便関係職員の深夜帯勤務の指定回数が民間事

業所に比べて過重な内容になっているとまでいうことは困難である。

以上に加え，被告は，前記(2)エ(ウ)，(5)ア(オ)ｂのとおり，深夜業務

従事者に対する配慮として，通常の４時間につき１５分の休息時間のほか，

「１０深夜勤」につき６０分，「８深夜勤」につき４５分の休息時間の付

与を行っていること，勤務と勤務との間の時間外労働を制限していること

に照らすと，本件運用細則改定により，深夜帯勤務の連続指定が行われる

ようになったことを考慮しても，深夜業を実施している民間事業所におけ

る深夜業従事者への配慮（前記ア(ウ)）と比較して，被告が深夜帯業務に

従事する郵便関係職員に対して配慮を欠いているとまでいうことはできな

い。

ウ 小括

以上検討したとおり，被告の本件運用細則改定後の深夜帯業務は，深夜

業に関する我が国社会における一般的状況からみて，特に過重な内容のも

のになっているということは困難である。

(8) まとめ

以上の検討結果によれば，本件運用細則改定により，原告らの勤務条件が

不利益変更された部分があることは認められるものの（前記(4)），①本件

運用細則改定には，被告の経営上又は労務管理上高度の必要性が認められる
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こと（前記(3)），②本件運用細則改定により原告らが被った不利益の程度

は，直ちに本件運用細則改定の合理性を失わせるほどのものとまではいえな

いこと（前記(4)），③被告は本件運用細則改定に当たり，少なからぬ代償

措置その他関連する他の労働条件の改善を行っていること（前記(5)），④

被告は本件運用細則改定に当たり，全逓，全郵政，郵産労など関係労働組合

と公正かつ誠実に交渉を行い，その結果，常勤職員の８割以上を占める組合

員を擁する２組合が同改定に同意し，被告との間で労働協約を締結している

こと（前記(6)），⑤被告の本件運用細則改定後の深夜帯業務は，深夜業に

関する我が国社会における一般的状況からみても，特別過重な内容のものに

なっているとは認め難いこと（前記(7)）がそれぞれ認められる。これらの

事実に照らすと，本件運用細則改定は，その必要性及び内容の両面からみて，

これにより原告らが被ることになる不利益の程度を考慮しても，なお原告ら

と被告との間の労使関係における法的規範性を是認することができるだけの

高度の合理性を有しているものということができ，原告らに対しても効力を

有しているものと解するのが相当である。また，原告らは，本件運用細則改

定に当たり，被告は労働者へ十分な説明，協議，同意手続をとらずに改定を

強行しており，手続的に不適正であるとも主張するが，前記(6)で認定した

事実に照らすと理由がないというべきである。

したがって，原告らに本件運用細則改定の効力が及ばないことを前提とす

る，原告Ｐ１を除く原告らの請求はその余の点を判断するまでもなく理由が

ないということになる。

３ 争点(3)（原告Ｐ２及び同Ｐ４に対する本件労働協約の効力）について

労働協約は，労働組合と使用者との間の契約であるが，その重要な機能にか

んがみると，労働協約中の労働条件その他の待遇に関する基準は，特段の事情

がない限り，所属組合員と使用者との間の個々の労働契約を直接規律する規範

的効力があるというべきである（労組法１６条）。そして，ここにいう特段の
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事情とは，当該労働協約締結における労働組合内部の意見集約に瑕疵が存在し

たり，特定の又は一部の組合員を殊更不利益に取り扱うことを目的とするなど

労働組合の目的を逸脱して締結されたことなど指すと解するのが相当である。

これを本件についてみるに，前記争いのない事実(4)，前記２(6)アによれば，

被告は，本件運用細則改定に当たり，原告Ｐ２及び同Ｐ４の所属する全逓と公

正かつ誠実に交渉を行い，その結果，全逓は本件運用細則改定を受け入れ，被

告との間で労働協約を締結していることが認められるところ，本件全証拠によ

るも，全逓が被告との間で本件労働協約を締結するに至る際の組合内部の意見

集約に瑕疵があったと認めるに足りる証拠は存在しない。また，証拠（乙１

８）及び弁論の全趣旨によれば，本件労働協約の内容は，特定の又は一部の組

合員を殊更不利益に取り扱うことを目的とするなど労働組合の目的を逸脱して

締結されたものと認めることはできず，その他本件労働協約の規範的効力が原

告Ｐ２及び同Ｐ４に及ばないとする特段の事情を認めるに足りる証拠は存在し

ない。

したがって，原告Ｐ２及び同Ｐ４には，本件労働協約の規範的効力が及び，

これと同内容である新運用細則の効力も及ぶものと解するのが相当である。そ

うだとすると，原告Ｐ２及び同Ｐ４の本件訴えは，この点でも理由がない。

４ 争点(4)（原告Ｐ１の慰謝料請求等）について

(1) 訴えの変更の許否について

民訴法１４３条１項は，「原告は，請求の基礎に変更がない限り，口頭弁

論の終結に至るまで，請求又は請求の原因を変更することができる。ただし，

これにより著しく訴訟手続を遅滞させることとなるときは，この限りでな

い。」と定めている。

これを本件についてみるに，前記争いのない事実(1)イ(ア)及び裁判所に

顕著な事実によれば，原告Ｐ１は，平成１６年２月８日から同１７年３月３

１日までの間，東京中央郵便局郵便部特殊郵便課に勤務し，新運用細則の適
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用を受けていたこと，同人の訴え提起時（同１６年３月２９日，甲事件）の

請求の趣旨は，旧運用細則８条，２１条の適用を受ける地位の確認及び「１

０深夜勤」，「８深夜勤」の勤務に従事する義務の不存在確認であったこと，

同人は，同１７年３月３１日，被告を定年退職したことから，同年５月９日

開催の本訴第９回口頭弁論期日において，前記「第１ 請求」５項のとおり，

訴えを慰謝料請求に変更したことが認められる。

前記認定事実及び裁判所に顕著な事実によれば，原告Ｐ１の訴え変更は，

いわゆる訴えの交換的変更と解されるが，旧訴と追加された新訴は共に，原

告Ｐ１について本件運用細則改定の効力が及ばないことを前提とするもので

あり，旧訴と新訴との間で請求の基礎に変更がないこと，前記訴えの変更は

主張整理段階で行われたものであることが認められ，そうだとすると，原告

Ｐ１の前記訴えの変更は，「著しく訴訟手続を遅延させる」行為であるとい

うことはできない。したがって，原告Ｐ１の訴えの変更（新訴の提起）は，

これを許可するのが相当である。

なお，原告Ｐ１の旧訴については，その取下げについて被告の同意又はそ

の擬制がない以上，存続しているものと解さざるを得ない（民訴２６１条２

項，５項参照）ところ，原告Ｐ１は，既に被告を退職しており（前記争いの

ない事実(1)イ(ア)），被告における就業義務の存否の確認を求めることに

ついては確認の利益がないことは明らかであり，当該請求部分は不適法であ

り却下を免れない。

(2) 原告Ｐ１の被告に対する慰謝料請求は，前記(1)のとおり，原告Ｐ１に対

し本件運用細則改定の効力が及ばないことを前提とするものである。ところ

で，前記２で既に検討したとおり，本件運用細則改定には合理性を認めるこ

とができ，当時被告の職員であった原告Ｐ１にもその効力が及ぶものと解す

るのが相当である本件にあっては，被告が新運用細則に基づいて原告Ｐ１に

勤務指定を行ったこと，特例休息及びカット時短を実施しなかったことは，
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いずれも違法な措置であるということはできない。なお，原告Ｐ１は，別紙

５深夜帯勤務回数一覧表記載のとおり，本件運用細則改定後も深夜帯勤務の

回数は改定前と同程度であり（１勤務指定期間（４週間）当たり，本件運用

細則改定前は「新夜勤」５回，同改定後は深夜勤２連続３回又は２回），別

紙６夜間特別勤務手当一覧表記載のとおり，夜間特別勤務手当の受給金額は

増加しており（平成１５年度２０万４８００円，同１６年度２９万０２００

円），本件運用細則改定により違法に損害を受けたとまではいうことができ

ない。さらに，本件全証拠を検討するも，原告Ｐ１が，本件運用細則改定に

より何らかの健康被害を受けたと認めるに足りる的確な証拠は存在しない。

したがって，原告Ｐ１の被告に対する慰謝料請求は，その余の点を判断する

までもなく理由がない。

第５ 結語

以上の次第であって，原告Ｐ１の訴えのうち，前記「第１ 請求」３項につ

いては不適法であるから，これを却下することとし，同人のその余の請求及び

同人を除く原告らの請求はいずれも理由がないからこれを棄却することとし，

主文のとおり判決する。

東京地方裁判所民事第３６部

難 波 孝 一裁判長裁判官

山 口 均裁判官
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知 野 明裁判官
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（別紙２） 郵便局の種類

局の区分 区分 基準

地域区分局等 Ａ 夜間郵便点数３００１点以上の郵便局

新東京国際空港局

東京国際郵便局 Ｂ 夜間郵便点数１００１点以上３０００点以下の郵便局

大阪国際郵便局

Ｃ その他の郵便局

一般局 Ｄ 夜間郵便点数３００１点以上の郵便局

Ｅ 夜間郵便点数２０１点以上３０００点以下の郵便局

Ｆ その他の郵便局


